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第一部【企業情報】

 
第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 12,329 12,549 12,773 11,971 16,657

経常利益 （百万円） 1,535 1,385 991 956 1,593

親会社株主に帰属する
当期純利益

（百万円） 1,175 784 401 656 1,146

包括利益 （百万円） 1,229 749 295 771 1,140

純資産額 （百万円） 32,974 32,827 32,176 32,472 32,605

総資産額 （百万円） 35,809 35,901 35,203 35,801 36,924

１株当たり純資産額 （円） 1,472.40 1,465.88 1,436.82 1,450.04 1,455.97

１株当たり当期純利益 （円） 52.50 35.05 17.95 29.30 51.20

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 92.1 91.4 91.4 90.7 88.3

自己資本利益率 （％） 3.6 2.4 1.2 2.0 3.5

株価収益率 （倍） 26.2 33.2 68.4 34.0 19.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 865 1,364 1,494 485 1,006

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 362 △10,527 △1,940 938 361

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △929 △930 △931 △476 △1,010

現金及び現金同等物
の期末残高

（百万円） 15,029 4,935 3,558 4,527 4,897

従業員数
（ほか、平均臨時雇用人員）

（名）
316 316 306 250 239
（50） （43） （44） （36） （40）

 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は、2020年４月１日付けで、当社の肝臓加水分解物事業を連結子会社の日水製薬医薬品販売株式会社に

承継させたうえで、日水製薬医薬品販売株式会社の当社保有株式すべてをゼリア新薬工業株式会社に譲渡し

ております。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第90期の期首から適用してお

り、第89期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっており

ます。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 12,145 10,091 10,330 11,971 16,703

経常利益 （百万円） 1,578 1,154 949 1,018 1,779

当期純利益 （百万円） 1,255 807 257 715 1,184

資本金 （百万円） 4,449 4,449 4,449 4,449 4,449

発行済株式総数 （株） 22,547,140 22,547,140 22,547,140 22,547,140 22,547,140

純資産額 （百万円） 32,958 32,834 32,090 32,454 32,614

総資産額 （百万円） 35,843 35,352 34,542 35,780 36,904

１株当たり純資産額 （円） 1,471.69 1,466.17 1,432.95 1,449.21 1,456.40

１株当たり配当額 （円） 40.00 40.00 30.00 30.00 40.00

（１株当たり中間配当額） （円） （20.00） （20.00） （20.00） （10.00） （25.00）

１株当たり当期純利益 （円） 56.06 36.06 11.51 31.95 52.88

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 92.0 92.9 92.9 90.7 88.4

自己資本利益率 （％） 3.8 2.5 0.8 2.2 3.6

株価収益率 （倍） 24.5 32.3 106.6 31.1 18.5

配当性向 （％） 71.3 110.9 260.7 93.9 75.6

従業員数
（ほか、平均臨時雇用人員）

（名）
289 254 244 249 235

（48） （37） （40） （36） （40）

株主総利回り （％） 101.8 89.6 96.3 81.7 83.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） （115.9） （110.0） （99.6） （141.5） （144.3）

最高株価 （円） 1,599 1,450 1,411 1,458 1,113

最低株価 （円） 1,298 1,040 1,023 949 937
 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　最高株価および最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第90期の期首から適用してお

り、第89期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっており

ます。
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２【沿革】

年月 概要

1935年４月 漁場調査、漁船漁具の改良、魚類の養殖、水産加工品の製法の研究等を事業目的として、株式会社日産水産

研究所を神奈川県小田原市に設立

1937年６月 東京市本郷区駒込林町に工場を建設、鯨肝臓から増血栄養剤、動物胆汁から胃腸薬を製造し、販売を開始

1948年11月 本社を東京都文京区駒込林町に移転、事業目的を医薬品の製造、販売にしぼる

1952年６月 SS寒天培地の製造、販売を開始し、診断薬分野に進出

1955年６月 巴薬品㈱の販路を継承し、一般用医薬品を薬局・薬店に直売するチェーンメーカーとしての体制を確立

1958年２月 社名を株式会社日産研究所に変更

1960年１月 本社を東京都文京区駒込動坂町に移転

1962年１月 社名を日水製薬株式会社に変更

1966年12月 本社を東京都文京区千駄木に移転

1967年１月 埼玉県草加市に工場を建設、集中生産体制を確立

1970年７月 草加工場敷地内に研究室を新設、日本水産㈱中央研究所内から研究室を移転

1971年11月 本社を東京都豊島区駒込に移転

1976年７月 茨城県結城市に医薬工場を建設、埼玉県草加市より移転

1978年11月 茨城県結城市に診断薬工場を建設、埼玉県草加市より診断薬工場および研究室を移転

1982年２月 茨城県結城市に中央研究所を建設

1983年５月 本社を東京都豊島区巣鴨に移転

1984年８月 茨城県結城市に分子生物研究施設を建設

1984年10月 東京都大田区平和島に発送センターを設置、保管、配送業務を日本通運㈱に委託

株式会社ライフミン（連結子会社）を設立

1990年１月 茨城県明野町に工場建設用地を取得

1990年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

1993年１月 茨城県明野町に医薬工場（液剤工場）を建設、結城市より移転

1998年３月 茨城県結城市に物流センターを建設、物流業務の拠点を東京都大田区平和島より移転

1999年10月 茨城県明野町の医薬工場に製剤工場を増設、茨城県結城市より移転完了

2004年４月 日本クリエート株式会社（連結子会社）の全株式を取得

2004年７月 本社を東京都台東区上野に移転

2006年11月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

2007年９月 静岡県熱海市に研修施設（網代コミュニティ）を購入

2008年２月 茨城県筑西市の医薬工場に原料工場を増設

2009年４月 日本クリエート株式会社（連結子会社）を吸収合併

2010年４月 株式会社ライフミン（連結子会社）を吸収合併

株式会社リスブラン（連結子会社）の全株式を取得

2011年４月 株式会社リスブラン（連結子会社）を吸収合併

2012年８月 ミクニ化学産業株式会社（非連結子会社）の全株式を取得

2013年１月 ミクニ化学産業株式会社（非連結子会社）を吸収合併

2016年６月 日水製薬医薬品販売株式会社（連結子会社）を設立

2016年７月 ニッスイファルマ・コスメティックス株式会社（連結子会社）を設立

2017年７月 ニッスイファルマ・コスメティックス株式会社の全株式を譲渡

2017年12月 本社を東京都台東区上野三丁目24番６号に移転

2018年４月 「医薬事業」を日水製薬医薬品販売株式会社（連結子会社）へ会社分割（吸収分割）により承継

2019年４月 フランスに現地法人　Nissui Pharma Solution（現・連結子会社）を設立

2019年11月 茨城県猿島郡五霞町に工場建設用地取得

2020年４月 「肝臓加水分解物事業」を日水製薬医薬品販売株式会社へ会社分割（吸収分割）により承継させたうえで、

日水製薬医薬品販売株式会社の全株式を譲渡
 

（注）2022年４月４日に東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第一部からプライム市場へ移行しております。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社、以下同じ。）は診断用薬、検査薬、検査用機器などの製造、仕入、販

売を主な内容として事業を営んでおります。

　当社グループの事業に係る位置づけおよびセグメント情報との関連は次のとおりであります。

 
診断薬事業

診断用薬・検査薬………
 

当社が、製造、仕入、販売をしております。また、親会社の日本水産㈱へ製品および商
品を販売しております。

検査用機器……………… 当社が、仕入、販売をしております。また、親会社の日本水産㈱へ商品を販売しており
ます。

原料………………………
 

当社が、製造、仕入、販売をしております。また、親会社の日本水産㈱より原料を仕入
れております。
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４【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）       

日本水産㈱
（注）１

東京都港区 30,685
水産・食品・
ファイン・物
流事業

－
直接　54.1
間接　 1.8

当社は商品を仕入れて販売
するほか、当社の製品およ
び商品を販売しておりま
す。また、グループ金融制
度に参加しております。
役員の兼任あり。
 

（連結子会社）       

Nissui
 Pharma Solution

フランス共和国
パリ

1,810
千ユーロ

欧州における
再生医療分野
製品・サービ
スの展開

100.0 －

当社は資金の貸付をしてお
ります。
役員の派遣あり。
 

（持分法適用関連会社）       

セルジェンテック㈱
（注）２

千葉県千葉市中央区 50
医薬品に関す
る研究開発

17.5 －

当社の製品および商品を販
売しております。また、共
同研究を実施しておりま
す。
役員の派遣あり。

日本テクノサービス㈱ 茨城県牛久市 40
試薬・理化学
機器等の製造
販売

25.0 －

当社は製品および商品を仕
入れて販売しております。
また、共同研究を実施して
おります。

 

（注）１　有価証券報告書を提出しております。

２　持分は、100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としております。
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

（2022年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（名）

診断薬事業
212
（27）

全社（共通）
27
（13）

合計
239
（40）

 

（注）１　従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外書したものであります。

２　全社（共通）は、支援部門の従業員であります。

 

（２）提出会社の状況

（2022年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

235
44.4 16.0 7,975,409

（40）
 

 
セグメントの名称 従業員数（名）

診断薬事業
208
（27）

全社（共通）
27
（13）

合計
235
（40）

 

（注）１　従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外書したものであります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）は、支援部門の従業員であります。

 

（３）労働組合の状況

　当社グループの労働組合は日水製薬労働組合と称し、上部団体に加盟しておりません。2022年３月31日現在の

組合員数は104名であります。

　なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（１）経営方針

　当社グループは、経営方針として、「長期的に持続的成長をする企業」を掲げております。お客様の求める製

品・品質・サービスを基軸に、積極的投資によるオープンイノベーションを推進すべく、既存事業の育成と新規

事業推進による新たな価値の創出を目指しております。得意とする事業分野に経営資源を集中し、研究・開発、

生産、販売各部門の独自の先端技術力を極めた事業基盤のもとに、企業のブランド力を高め、企業価値の最大化

および活力ある企業風土を確立してまいります。

 
（２）経営戦略等

　当社グループは、「長期的に持続的成長をする企業」の実現に向けて「すべての事業に関わるプラットフォー

ムの構築」「システム医療機器に対応するための医療機器メーカー・ソフトウェアメーカーとの提携」「オープ

ンイノベーションプログラム「NeyeS」の実用化」を基本方針とした３か年の新中期経営計画を策定しました。こ

の基本方針のもと、サスティナビリティ経営へのシフト化、グローバル展開加速、新規事業・事業境界領域の開

拓、生産性・生産体制の革新に取り組んでまいります。

 
（３）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは、事業の拡大・発展のための積極投資を行う上で、重視する経営指標としてROIC(総資産利益

率)、CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）を採用いたしました。資産の有効的投資により利益に還元

することを目的としております。今後も事業の収益性と効率性を追及し、企業価値の向上を図ってまいります。

 
（４）経営環境

　当社グループを取り巻く経営環境として、国内外の市場環境は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のワ

クチン接種普及に伴い、経済活動に一部持ち直しの動きもありますが、今後もオミクロン株等の変異株拡大によ

る感染状況の推移やそれに伴う経済活動の回復は予断を許さない状況が続くことが想定されております。体外診

断用医薬品の国内市場においては、同感染症による医療機関への外来患者数・入院患者数の影響が見受けられる

等、厳しい環境が続いております。食品企業等の品質検査の国内市場では、コロナ禍において需要が低下してい

る業種がある等、全体的に厳しい情勢が続いております。再生医療分野においては、当初経済産業省の試算した

計画に対しては遅延気味ではありますが、臨床治験の実施、治療法確立のための活動等が実施されております。

 

（５）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは、以下の事項を重要課題に設定のうえ対処してまいります。

１．すべての事業に関わるプラットフォームの構築

○サービスを定型化し、世界に提供する

・同一プラットフォーム内で複数事業を展開

・内部精度管理・リアルタイム外部精度管理システム：Ni-QCS（Nissui pharmaceutical - Quality

Control System）活用によるサービスの収益化

○ECビジネスの推進
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２．システム医療機器に対応するための医療機器メーカー・ソフトウェアメーカーとの提携

○他社との協業・多剤耐性菌（AMR）対策

・次世代迅速感受性試験ビジネスの展開

・微生物同定事業

・PCR検査装置を活用した感染症検査事業

○在宅医療・超高齢化社会への準備

・OTC検査薬

○食品分析受託事業の展開

 
３．オープンイノベーションプログラム「NeyeS」の実用化

○共同研究で得られた知見を活用し、３年以内での製品実用化を目指す

 
 

　当社は、すべてのステークホルダーの皆様のご期待に応える企業活動を実現するため、中長期的な企業価値の

創出に取り組んでおります。業務の適正化を確保するための内部統制システムについては、都度必要な整備方針

を見直しており、方針に沿った体制整備を確実に推進してまいります。環境保全、製品の安全、コンプライアン

ス、安全・防災活動を含むリスク管理の徹底、人材の育成、社会貢献活動の各分野において実効性の向上に努め

てまいります。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

（１）法的規制等について

①　当社グループが取り扱う医薬品（体外診断用医薬品）および医療機器は、患者の疾病の診断、予防等に使用さ

れることから、製品の研究開発から製造、販売段階において「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律」（以下「医薬品医療機器等法」という。）の規制を受けております。これにより、国およ

び都道府県知事は、当社グループに対して、医薬品医療機器等法その他薬事に関する法令（以下「薬事関連法

規」という。）に違反する行為があったとき、その許可を取り消すことができます。当社グループは、過去にお

いて事業の継続に支障をきたす要因は発生しておりませんが、今後何らかの要因でこのような事実が生じた場合

は、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。これらのリスクに対して、薬事関連法規に関する最新の情報

を入手する責任部署を定め、関係部署に情報発信することで、法改正等に伴う迅速な対応に努めております。

　当社グループは、体外診断用医薬品および一般医療機器を製造・販売しており、薬事関連法規に基づき、医薬

品等の製造販売業、製造業および卸売販売業ならびに医療機器の製造販売業、修理業ならびに販売・賃貸業等の

許可を有しております。これらの業許可は定期的に更新または変更が生じた場合に届け出をすることが、事業の

前提となっております。過去において事業の継続に支障をきたす要因は発生しておりませんが、今後何らかの要

因でこのような事実が生じた場合は、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 
②　臨床検査薬プロモーションガイドラインは（一社）日本臨床検査薬協会が提示したもので、臨床検査薬（体外

診断用医薬品およびその他の検査薬を含む）を取り扱う企業がそのプロモーションを行う際に、関係法令を遵守

し業界の公正な競争を維持するための行動基準です。

　当社グループは、営業活動において本プロモーションガイドラインを遵守するとともに、社員への教育啓蒙に

も努めておりますが、公正取引委員会との認識の違いが生じ、入札停止などの処分を受けた場合は、業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　これらのリスクに対して、薬事関連法規その他関係法令に関する最新の情報を入手する責任部署を定め、関係

部署に情報発信することで、法改正等に伴う迅速な対応に努めております。

 

（２）市場環境の変化について

　医療制度改革が継続的に進む中、医療関連領域では業界の再編や販売価格面での競争の激化、食品検査領域では

安全志向の高まりに伴う検査体制の変化や検査基準のグローバル化など市場環境は目まぐるしく変化しており、そ

の環境変化に対応できない場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループは、オープンイノベーションを推進すると共に、WEBを活用したグローバルなサービス提供を実践す

ることで、市場環境の変化に柔軟に対応できる体制の構築に努めております。

 

（３）新製品開発力について

　新製品開発力が将来の成長性、収益性の向上に寄与するものと考えておりますが、業界と市場の変化を充分に予

測できず、魅力ある新製品を開発できない場合は、成長性と収益性を低下させ、投下資本の負担が業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

　当社グループは、研究開発部門が営業担当部門と連携することで課題の共有を密に図るほか、規制当局および関

連学会等の動向を継続的に調査し、業界と市場の変化および顧客ニーズをタイムリーに把握するよう努めておりま

す。従来の部署、領域ごとの縦割りの業務遂行から、縦横の関係を強化し、かつ製品開発における各領域の責任を

明確にしたプロジェクトマネジメントによる方法を取り入れております。

　また、新たな技術の発掘のため、当社グループのオープンイノベーションであるNeyeSを有効に活用し、より初期

段階での技術導入に努めております。
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（４）災害等による影響

　世界的な気候変動により発生頻度が高まっている台風や豪雨、発生が懸念される地震等の想定外の自然災害や予

期せぬ事故、テロ、紛争等、あるいは感染症の流行等により製造販売等事業活動への影響および生産設備等で発生

する操業中断の影響を完全に防止することができない事態が想定されます。このような事態が発生した場合には、

製品の生産、供給能力が著しく低下し、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、これらのリスクに対して、災害対策基本方針を定めるとともに、リスクマネジメント委員会

を設置し、対策マニュアルや事業継続計画を策定しております。さらに、実際に自然災害が発生した場合には、対

策本部を立ち上げ、対応する体制を整備しております。また、工場および物流センターにおける操業中断による影

響を極小化するため、これらの設備全てについて日常的、定期的に検査、整備を行っております。

 
（５）輸入原料、商品等の調達について

　製品の製造に使用している原料の中には、海外からの輸入原料も多くあり、国内代理店を通して購入すること

で、為替リスクや調達リスク等を極力抑えるようにしております。しかし、海外の情勢が変化し為替レートが大き

く変動すると、製品製造原価も影響され利益が変動する可能性があります。また、国際情勢の変化などにより、原

料ならびに商品等の製造停止や輸入経路の寸断などにより調達に問題が生じる場合は、業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。

　これらのリスクに対して、生産部門では通常原料のMRP（Material Requirements Planning）による自動発注に加

え、輸入原料や特殊な原料、商品等につきましては担当部門が個別にリスク管理を行い適切な在庫となるよう管理

するとともに、極力複数社からの調達体制を構築し国際情勢等の変化に柔軟に対応できるよう努めております。ま

た、入手困難な原料が生じた場合は、関係部署が協力して代替原料の調査および評価を行い、製品供給が滞らない

よう努めております。

 
（６）情報セキュリティ

　当社グループは事業上の重要情報および事業活動の過程で入手した個人情報や取引先等の機密情報を保有してお

ります。当社グループでは当該情報の盗難・紛失などを通じて第三者に不正に情報が流出することを防ぐため、情

報セキュリティ運用マニュアルを制定し、ITガバナンスの強化に取り組んでおります。また社内情報システムへの

外部からの侵入防止対策も講じております。しかしながら、サイバー攻撃、不正アクセス、コンピューターウイル

スの侵入等により、これらの情報の漏洩・破壊・改ざん・社内システム停止等が引き起こされた場合には、社会的

信用の失墜や損害賠償責任の発生等により業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、年々多様化かつ巧妙化するサイバーセキュリティ上の脅威への対策として、標的型攻撃メー

ル訓練等の社内教育を実施しており、役職員の情報セキュリティに対する意識レベルの向上に努めております。

 
（７）品質問題について

　薬事関連法規およびQMS（医療機器及び体外診断用医薬品の製造及び品質管理の基準）に基づき、GMP（医薬品等

の製造及び品質管理の基準）を参考とし、厳格な品質管理のもと製品の製造を行っております。しかしながら、全

ての製品において、予期せぬ品質問題が発生しない保証はありません。もし重大な品質問題が発生した場合は、

「重大な品質不良及び回収に関する処理の手順」に従い医薬品及び医療機器製造販売三役による三役会議を招集し

迅速かつ適切に対応することとしておりますが、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、重大な品質問題の発生リスクを回避するために、ISO13485およびISO9001による品質管理シス

テムを導入し、その基本的考え方であるリスクマネジメントに基づく変更管理および予防措置の手順を定めてお

り、さらに、QMS内部監査による品質問題の洗い出しと改善を継続的に実施して、重大な品質問題が発生するリスク

の軽減に努めております。

　また、毎月品質委員会を開催して直近の品質問題を討議して関係部署に必要な改善措置等を指示し、品質問題解

決に取り組んでおります。
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（８）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大により、経済活動や医療活動が停滞した場合、臨床診断薬分野で

は、外来患者数および入院・手術数の減少に伴う関連検査数が減少する可能性があり、産業検査薬分野では外食産

業への影響および食習慣の変化に伴う既存検査の減少が予想され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
（９）特許訴訟について

　当社グループは知的財産権の保護に注力しておりますが、知的財産権の保護が十分にできなかった場合、当社グ

ループの製品やサービスの競争力に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは第三者の知的財産権の

調査を実施することにより、第三者の知的財産権を侵害するリスクの低減に注力しておりますが、第三者の知的財

産権を侵害した場合、損害賠償請求等の訴訟、実施料の支払等が生じる可能性があります。このような事態が発生

した場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループではこれらのリスク軽減のために、第三者の知的財産権の調査以外に、新製品開発時の特許調査、

社員を対象とした知的財産権に関する教育訓練を実施しております。

 
（10）グローバルリスク

　当社グループは臨床検査分野、産業検査分野、そして新規分野において積極的な海外展開を図っており、2019年

４月にはフランスにNissui Pharma Solution社を設立しております。グローバルな事業活動を行うにあたり、各国

の法的規制、経済情勢、政情不安、地域固有の自然災害や事業環境の不確実性等の情報を入手し必要な対応を検討

しておりますが、リスクを完全に回避することができない場合には、当社グループの経営成績および財政状態は影

響を受ける可能性があります。

 
（11）環境について

　事業活動による環境への影響はエネルギー使用によるCO2排出問題や事業活動により生み出された製品の廃棄物の

問題がありますが、事業活動の活性化により環境負荷が増加するリスクがあります。これらの影響を監視および低

減することを目的に環境マネジメントシステムを構築し、環境委員会を中心に活動しております。

 
（12）有価証券、不動産等の価格変動リスク

　当社グループは有価証券、不動産などの価格変動リスクのある資産を保有しており、これらの価格が下落した場

合、投資有価証券評価損や減損損失が発生する可能性があります。

 
 

EDINET提出書類

日水製薬株式会社(E00971)

有価証券報告書

 12/105



 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要ならびに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内

容は次のとおりであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
（１）経営成績

　当連結会計年度における国内外の市場環境は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のワクチン接種普及に

伴い、経済活動に一部持ち直しの動きもありますが、今後もオミクロン株等の変異株拡大による感染状況の推移

やそれに伴う経済活動の回復は予断を許さない状況が続くことが想定されております。体外診断用医薬品の国内

市場においては、同感染症による医療機関への外来患者数・入院患者数の影響が見受けられる等、厳しい環境が

続いております。食品企業等の品質検査の国内市場では、コロナ禍において需要が低下している業種がある等、

全体的に厳しい情勢が続いております。再生医療分野においては、当初経済産業省の試算した計画に対しては遅

延気味ではありますが、臨床治験の実施、治療法確立のための活動等が実施されております。

　このような状況のもと、当社グループでは経営方針として掲げている「長期的に持続的成長をする企業」の実

現に向けて、現中期経営計画の重要課題として挙げた「利益ある成長」「新たな企業イメージの醸成」「ステー

クホルダーへの還元」に対して、事業の拡大、原価低減・業務効率化等のコスト削減、異業種テクノロジーの活

用を推進しました。

　国内販売では、基幹病院や検査センター、食品企業や製薬企業へ向けて、Web会議・ITツールなどを活用し、検

査機器、各種試薬、培地、および再生医療等関連製品の営業活動を展開しました。なお、新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）遺伝子検査薬につきましては、「Ampdirect
TM
 2019-nCoV検出キット」（株式会社島津製作所）

および「2019新型コロナウイルス RNA 検出試薬 TRCReady
®
 SARS-CoV-2 i」（東ソー株式会社）が売上に大きく

貢献しました。また、新たな変異株として拡大しているオミクロン株の特徴的な変異（E484A変異）を検出できる

遺伝子検査薬「E484Aプライマー/プローブセット」（研究用試薬：株式会社島津製作所）の販売も開始しまし

た。引き続き新型コロナウイルス感染症（COVID-19）遺伝子検査薬の迅速かつ安定的な供給体制を図り同感染症

拡大防止へ貢献すべく努めてまいります。また、再生医療分野では、当社関連製品・サービスに関する情報発信

の場として、再生医療分野細胞培養関連サービスサイト（Cell Culture サイト）を公開しました。今後当該サイ

トには製品・サービスの情報を掲載するだけでなく、定期的に開催しているセミナーとそのアーカイブ、技術的

な情報、法律・ガイドラインや関連分野のコラム記事など、お客様の役に立つ情報を発信していく場として、よ

り一層充実させてまいります。

　海外販売については、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、海外渡航が制限されている状況

が続く中、Web会議を実施して海外代理店とのコミュニケーションと情報収集強化を実施し、地域ごとにWeb広告

を出稿しオンラインでの集客を継続してまいりました。

 

　この結果、売上高は前連結会計年度が119億71百万円に対し当連結会計年度は166億57百万円（前連結会計年度

から46億86百万円増加、前連結会計年度比39.1％増加）となりました。利益面におきましては、営業利益は前連

結会計年度が８億４百万円に対し当連結会計年度は15億64百万円（前連結会計年度から７億59百万円増加、前連

結会計年度比94.4％増加）、経常利益は前連結会計年度が９億56百万円に対し当連結会計年度は15億93百万円

（前連結会計年度から６億37百万円増加、前連結会計年度比66.6％増加）、親会社株主に帰属する当期純利益は

前連結会計年度が６億56百万円に対し当連結会計年度は11億46百万円（前連結会計年度から４億90百万円増加、

前連結会計年度比74.7％増加）となりました。

　要因として、国内基幹病院や検査センターへの販売において、深在性真菌症の補助診断キット「ファンギテッ

ク
®
Gテスト」シリーズの拡売（前連結会計年度比：39.4％増加）等に伴う既存製品の持ち直しと共に、新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）遺伝子検査薬の販売が大きく寄与しており、前連結会計年度に比べ当連結会計年

度の売上は好調に推移いたしました（前連結会計年度比：55.2％増加）。
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　また、食品・製薬企業への販売は、経済活動の自粛および消費の減少等が見受けられるものの、前連結会計年

度に比べ当連結会計年度の売上は増加いたしました（前連結会計年度比：6.5％増加）。

　海外販売においては、ワクチン接種普及に伴う経済活動の再開の影響もあり、前連結会計年度に比べ当連結会

計年度の売上は回復傾向となりました（前連結会計年度比：17.1％増加）。

 
 
（売上高）

　当連結会計年度の売上高は、前年同期に比べ46億86百万円（39.1％）増加し166億57百万円となりました。

 
（売上原価、販売費及び一般管理費）

　当連結会計年度の売上原価は、前年同期に比べ35億27百万円（44.8％）増加し113億99百万円となりました。

　当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前年同期に比べ３億99百万円（12.1％）増加し36億94百万円とな

りました。

 
（営業利益）

　当連結会計年度の営業利益は、前年同期に比べ７億59百万円（94.4％）増加し15億64百万円となりました。

 
（営業外収益、営業外費用）

　当連結会計年度の営業外収益は、前年同期に比べ57百万円（28.0％）減少し１億49百万円となりました。これ

は主に受取利息および投資有価証券売却益によるものです。

　当連結会計年度の営業外費用は前年同期に比べ64百万円（115.8％）増加し１億20百万円となりました。これは

主に持分法による投資損失によるものです。

 
（経常利益）

　当連結会計年度の経常利益は、前年同期に比べ６億37百万円（66.6％）増加し15億93百万円となりました。

 
（特別利益、特別損失）

　当連結会計年度の特別利益は58百万円となりました。これは主に持分変動利益によるものです（前連結会計年

度の特別利益は発生しておりません）。

　当連結会計年度の特別損失は前年同期に比べ10百万円（84.0％）減少し１百万円となりました。これは主に固

定資産処分損によるものです。

 
（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、前年同期に比べ４億90百万円（74.7％）増加し11億46

百万円となりました。
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　当連結会計年度における生産、受注および販売の実績は、次のとおりであります。

　なお、当社グループは診断薬事業のみの単一セグメントであるため、生産、受注および販売の実績については

製品および商品の種別区分ごとに記載しております。

 
①　生産実績

　当連結会計年度における生産実績を種別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

種別

当連結会計年度

2021年４月１日～2022年３月31日

金額（百万円） 前期比（％）

診断薬事業   
微生物学的診断用薬 5,222 12.3

免疫血清学的診断用薬 2,250 20.9

精度管理用血清他 371 △0.7

原料 90 0.1

合計 7,935 13.7
 

（注）　金額は売価換算額によっております。

 
②　仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を種別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

種別

当連結会計年度

2021年４月１日～2022年３月31日

金額（百万円） 前年比（％）

診断薬事業   
微生物学的診断用薬 6,220 87.7

免疫血清学的診断用薬 1,713 45.5

精度管理用血清他 － －

検査用機器及び器材他 1,289 △6.6

合計 9,223 57.1
 

（注）　上記の金額は実際仕入額によっております。

 
③　受注実績

　当社グループは販売計画に基づく生産計画により生産を行っておりますので、該当事項はありません。
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④　販売実績

　当連結会計年度における販売実績を種別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

種別

当連結会計年度

2021年４月１日～2022年３月31日

金額（百万円） 前期比（％）

診断薬事業   
微生物学的診断用薬 12,354 165.0

免疫血清学的診断用薬 3,342 105.9

精度管理用血清他 337 95.9

検査用機器及び器材他 623 63.8

合計 16,657 139.1
 

（注）１　最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額
（百万円）

割合
（％）

金額
（百万円）

割合
（％）

アルフレッサ株式会社 1,252 10.5 2,201 13.2

東邦薬品株式会社 1,336 11.2 1,778 10.7
 

 
２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期

首から適用しており、前連結会計年度の数値は当該会計基準等を遡って適用した後の数値によって

おります。

 
（２）財政状態

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ11億22百万円（3.1％）増加し369億24百万円となりま

した。主な増加は現金及び預金３億45百万円、受取手形及び売掛金８億58百万円、商品及び製品２億０百万円に

よるもので、主な減少は機械装置及び運搬具１億０百万円、投資有価証券４億44百万円によるものです。

 
　当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ９億90百万円（29.7％）増加し43億18百万円となりまし

た。これは主に買掛金３億６百万円、未払法人税等２億69百万円、賞与引当金１億26百万円の増加によるもので

す。

 
　当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ１億32百万円（0.4％）増加し326億５百万円となりま

した。

　この結果、自己資本比率は88.3％となりました。

 
 
（３）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億69百万円（8.2％）増加し48億97百万

円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、10億６百万円の収入（前年同期は４億85百万円の収入）となりまし

た。これは主に税金等調整前当期純利益16億49百万円、減価償却費２億36百万円、引当金の増加額１億41百万

円、持分法による投資損失１億16百万円、仕入債務の増加額３億６百万円に対し、売上債権の増加額８億58百万

円、棚卸資産の増加額３億32百万円、法人税等の支払額２億97百万円があったためです。

 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、３億61百万円の収入（前年同期は９億38百万円の収入）となりまし
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た。これは主に投資有価証券の売却及び償還による収入５億10百万円、利息及び配当金の受取額１億５百万円に

対し、投資有価証券の取得による支出１億30百万円があったためです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、10億10百万円の支出（前年同期は４億76百万円の支出）となりまし

た。これは主に配当金の支払によるものです。

 
資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの資金需要は、営業活動については生産活動に必要な運転資金（材料・外注費および人件費

等）、受注獲得のための販売費、新たな成長分野への積極的投資を目的とした研究開発費が主な内容でありま

す。

　投資活動については、既存事業の育成、生産性向上、海外展開および再生医療分野における新規事業立上げを

目的とした設備投資が主な内容であります。

　今後、成長分野に対して必要な設備投資や研究開発投資を継続していく予定であります。全体的には、将来見

込まれる成長分野での資金需要も見据え、最新の市場環境や受注動向も勘案し、投資案件の選別を行っていく予

定であります。

　当社グループは、運転資金および投資資金について、自己資金より充当しております。

 
 
（４）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り

及び仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

　連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　

１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載しております。
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４【経営上の重要な契約等】

（１）主要な取引契約

相手先の名称 契約内容 契約発効日 有効期間

東ソー株式会社 全自動エンザイムイムノアッセイ（AIA
®
）装

置、その部品及びその専用試薬の仕入
1988年10月１日

２年６ヶ月
（以降１年毎自動更新）

 

 
（２）その他の経営上の重要な契約

　当社は、株式会社島津製作所（以下「公開買付者」といいます。）が当社の普通株式の全てを取得するための

一連の取引に関して、公開買付者及び日本水産株式会社との間で、2022年５月31日付で基本契約書を締結しまし

た。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。

 
 
５【研究開発活動】

　研究開発活動等を通じて、ライサスプレート、精度管理血清、再生医療用培地のラインナップ拡大、コンパクトド

ライの認証範囲の拡大を進め、今後の売上拡大を見込んでおります。

　また、新たなビジネス創出の機会として、将来有望と考えられる研究プロジェクトや独創的かつ萌芽的なアイデア

などを早期に発掘し、共同研究また実用化に通じる創成を目指す日水製薬オープンイノベーションプログラム

「NeyeS」（エヌアイズ）において、2021年度の募集では６件のテーマについて採択し、研究機関との共同研究を開始

しました。「NeyeS」の活動を通じて、再生医療関連技術、細胞培養関連シーズ、検査・検出技術およびSociety 5.0

で実現する社会などをテーマとして、基礎研究から臨床研究、検査およびIoT/AIまで斬新でユニークなアイデアやノ

ウハウ、将来的な医療に役立つシーズを探索し、支援してまいります。

　当連結会計年度における研究開発費の総額は、691百万円となりました。
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第３【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資等の総額は206百万円であり、システム関連投資等を行いました。

 
２【主要な設備の状況】

（１）提出会社

（2022年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

製品及び
商品の種別
区分の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

工具、
器具及び
備品

合計

本社
（東京都
　　台東区）

全社
統轄業務
及び
販売業務

98 －
46

(270)
103 11 260

115
（2）

診断薬工場
（茨城県
　　結城市）

診断薬事業
診断用薬等
の製造

172 233
471

(44,724)
－ 6 884

49
（24）

原薬工場
（埼玉県
　　久喜市）

診断薬事業
原薬の
製造等

34 1
197

(5,349)
－ 0 232

5
（-）

研究所
（茨城県
　　結城市）

診断薬事業
診断用薬等
の研究

227 18 － － 46 292
59
（4）

物流センター
（茨城県
　　結城市）

診断薬事業
診断用薬等
の発送

98 0
－

<8,396>
－ 7 106

1
（-）

受注センター
（茨城県
　　結城市）

診断薬事業 受発注業務 0 － － － 0 0
6
（8）

網代
コミュニティ
（静岡県
　　熱海市）

全社 研修施設 14 －
123

(2,955)
－ 0 138

-
（2）

新工場
建設予定地
（茨城県猿島郡
　　五霞町）

全社
新工場の
建設を予定

－ －
1,280
(26,446)

－ － 1,280
-
（-）

合計   645 253 2,118 103 72 3,193
235
（40）

 

 

（２）在外子会社

（2022年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

製品及び
商品の種別
区分の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

工具、
器具及び
備品

合計

Nissui
Pharma
Solution

本社
（フランス
　共和国パリ）

診断薬事業
統括業務
及び
販売業務

－ － － － 0 0
4
（-）

 

（注）１　土地面積の<　>は賃借中のものを外書したものであります。

２　従業員数欄の（　）は臨時従業員の年間平均雇用人員を外書したものであります。

 

 
３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

（２）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2022年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年６月22日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 22,547,140 22,547,140
東京証券取引所

市場第一部（事業年度末現在）
プライム市場（提出日現在）

単元株式数は100株です。

計 22,547,140 22,547,140 － －
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2001年５月18日（注） 2,049,740 22,547,140 － 4,449 － 5,376
 

（注）株式分割　１：1.1
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（５）【所有者別状況】

 （2022年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
（人）

－ 10 28 126 73 14 9,445 9,696 －

所有株式数
（単元）

－ 17,267 3,589 132,065 7,352 67 64,872 225,212 25,940

所有株式数
の割合
（％）

－ 7.7 1.6 58.6 3.3 0.0 28.8 100.0 －

 

（注）１　「個人その他」および「単元未満株式の状況」には、自己株式がそれぞれ1,528単元および84株含まれて

おります。なお、自己株式は株主名簿上の株式数と実質的な所有株式数が一致しております。

２　「その他の法人」および「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ５単元

および43株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

（2022年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本水産株式会社 東京都港区西新橋１－３－１ 12,106 54.1

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 918 4.1

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 631 2.8

日水物流株式会社 東京都港区芝大門２－８－13 273 1.2

日水製薬みのり持株会 東京都台東区上野３－24－６ 207 0.9

日水製薬役員持株会 東京都台東区上野３－24－６ 124 0.6

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿１－26－１ 99 0.4

三菱UFJモルガン・スタンレー証
券株式会社

東京都千代田区大手町１－９－２ 95 0.4

ニチモウ株式会社 東京都品川区東品川２－２－20 80 0.4

石井剛文 （注）３ 75 0.3

計 － 14,613 65.3
 

（注）１　日本マスタートラスト信託銀行株式会社および株式会社日本カストディ銀行の所有株式は信託業務に係

るものです。

２　当社は自己株式を152千株（0.7％）保有していますが、上記大株主から除いております。

３　当該株主は、個人株主のため住所の記載を控えております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   （2022年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 152,800

 

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

223,684 －
22,368,400

単元未満株式
普通株式

－ １単元（100株）未満の株式
25,940

発行済株式総数 22,547,140 － －

総株主の議決権 － 223,684 －
 

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が84株および証券保管振替機構名義の株式が43株含ま

れております。

 
②【自己株式等】

    （2022年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
日水製薬株式会社

東京都台東区上野
３－24－６

152,800 － 152,800 0.7

計 － 152,800 － 152,800 0.7
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２【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 85 0

当期間における取得自己株式 － －
 

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

 
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －
     

保有自己株式数 152,884 － 152,884 －
 

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りおよび売渡による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、企業の持続的成長を目指すとともに、収益力向上による株主の皆様への利益還元を、企業経営の重要な

使命と認識しております。そのため利益配分にあたっては、必要となる先行投資を見据えた上で株主の皆さまへ利

益還元することとしております。

　当社は、中間配当および期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。配当の決

定機関は取締役会であります。なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う旨を定款に定めております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、当社の配当方針と現下の経営状況を鑑み、１株あたり40円（うち中

間配当金25円）とし、実施いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は75.6％となりました。

　内部留保資金につきましては、企業体質の強化、研究開発、設備投資など将来の事業展開に活用し、業績の向上

に努めてまいります。

 
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は次のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2021年10月28日
取締役会決議

559 25

2022年５月10日
取締役会決議

335 15
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社グループは、企業価値の向上を目指し、業務を適正かつ効率的に行うとともに、適法で透明性の高い経営を

実現するための体制を整備し、必要な施策を実施していくことが重要と考えております。そのため、当社の取締役

および使用人ならびにその他従業員（以下「役職員」という。）の職務執行が法令および定款等に違反しないため

の法令遵守体制、会社の重大な損失の発生を未然に防止するためのリスク管理体制、財務情報その他企業情報を適

正かつ適時に開示するための体制について、それぞれの整備、維持に努めております。

 

①　企業統治の体制

ａ．企業統治の体制の概要

（取締役会）

　当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役３名）で構成されており、取締役と監査役全員が出席し

て原則として毎月１回開催することとしております。業務執行上の重要な案件や会社法上取締役会に諮る必

要のある事項はすべて付議され、取締役会において法令、定款および取締役会規程、その他社内規程等に従

い最終的な意思決定をするとともに、各取締役の業務執行の監督を迅速に行っております。

　取締役会にはすべての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監視できる体制となっているほか、弁

護士、他の業界の会社経営の経験者が含まれており、また、６名と少人数であることから個別案件について

詳細な検討と迅速な意思決定が可能な体制となっております。

　全ての社外取締役および非業務執行取締役から構成される社外取締役会議は、各々の専門性を活かし、中

長期的な企業価値向上の観点から経営上の重要事項等やコーポレート・ガバナンス体制の推進について意見

交換・認識共有し、代表取締役へ進言することを任務としております。

 
（監査役会）

　当社の監査役会は３名（うち社外監査役２名）で構成されており、取締役会のほか、執行役員会等の重要

な会議に出席し、必要に応じて意見陳述を行う等、常に取締役の業務執行を監視できる体制となっておりま

す。また、内部統制部門が行った各部門への業務監査について報告を受け、効率的な監査を実施しており、

不祥事が発生した場合には内部統制部門と共同で監査を行うこととなっております。

　監査役会には公認会計士・税理士が含まれており、会計監査人との間で事業年度の監査計画、監査報告に

ついて定期的に意見交換を行うほか、会計監査環境、会計システムなどについても適宜情報・意見交換を

行っております。

 
（執行役員会）

　当社は取締役会の活性化、意思決定の迅速化、業務執行の効率化を目的として執行役員制度を導入してお

ります。また、取締役、監査役、執行役員で構成される執行役員会を設置し、随時業務執行に関する個別課

題を実務的な観点から協議しております。

 
（内部統制室）

　内部統制室は、内部監査規程に基づき、業務全般に関し、法令、定款および社内規程の遵守状況、職務執

行の手続きおよび内容の妥当性等についての内部監査を定期的に実施しております。

　また、内部監査結果および是正状況については、取締役会、監査役会および監査対象の組織責任者に報告

しております。
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（指名・報酬委員会）

　指名・報酬委員会は、当社の取締役、執行役員（以下、併せて「取締役等」という。）の指名・報酬につ

いて審議し、取締役会に答申する機能を確立することで、取締役会の監督機能の向上、およびコーポレー

ト・ガバナンス体制のさらなる強化を図ることを目的としており、その概要は以下のとおりです。

〔委員構成〕

　委員長：社外取締役

　委　員：代表取締役、社外取締役、非業務執行取締役

〔審議事項〕

（１）取締役等の構成に関する事項

（２）取締役等の選任、解任に関する事項

（３）取締役等の報酬、及び報酬制度に関する事項

（４）後継者計画、及び育成に関する事項

（５）上記のほか指名・報酬に関して必要と判断した事項

〔設置日〕

　2019年６月21日

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。

2022年６月22日現在

 
ｂ．内部統制システムの整備状況

　社長直轄の内部統制室を設置し、「内部監査規程」に基づき業務全般に関し、法令、定款および社内規程の

遵守状況、職務執行の手続きおよび内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施しております。内部統制

室は、監査役および会計監査人とも連携し、監査の実効性を確保しております。
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ｃ．リスク管理体制の整備の状況

（ａ）役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ　コーポレート・ガバナンス

・取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款および「取締役会規程」、その他の社内

規程等に従い、重要事項を決定するとともに、取締役の職務を監督しております。

・取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議および社内規程に従い、担当

する職務につき監督責任を負っております。

・取締役会の意思決定機能と監督機能の強化および業務執行の迅速化と効率化を図るため執行役員制度

を導入しております。執行役員は、取締役会の決定の下、取締役会および代表取締役の委任に基づ

き、担当業務を執行しております。

・監査役は、「監査役会規程」および「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査し

ております。

ロ　コンプライアンス

・役職員の職務が法令および定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、経営理念に基づき日水製薬

グループ倫理憲章・倫理行動規範、環境憲章を定め、それをグループ全役職員に周知徹底させており

ます。

・倫理行動規範の徹底を図るため、倫理委員会を設置し、全社のコンプライアンスの取り組みを横断的

に統括しております。

・倫理委員会はQCP活動を策定し、研修、マニュアルの作成・配布等を行うことにより、役職員に対し、

コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを遵守する意識を醸成させると共に、習得状況を

定期的に評価し改善を図っております。

・品質委員会はQMS省令その他の医薬品・医療機器等の品質に関する法規制およびISO等の国内外の品質

に関する規格に基づき教育研修、マニュアルの作成、内部監査等を主導し、ISO審査への対応を通じ

て、品質改善活動と顧客満足度向上を図っております。

ハ　財務報告の適正性と妥当性を確保するための体制整備

・商取引管理および経理に関する社内規程を整備するとともに、コーポレート本部を設置し、財務報告

の適正性と妥当性を確保するための体制の充実を図っております。

・コーポレート本部を設置するとともに、財務報告の適正性と妥当性を確保するための体制の整備・運

用状況を定期的に評価し改善を図っております。

・当社および役職員がその業務に関して、取引関係者に重要情報の伝達を行う場合には、原則として、

その伝達と同時にその重要情報を公表しております。

・財務報告に係る内部統制の評価に関する事項について、内部統制室が監査評価し、報告を行っており

ます。

 
（ｂ）取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

イ　取締役会は、サイバーセキュリティリスクを認識して、リーダーシップによって担当する取締役を選任

し、情報の保存および管理に関する体制を整備しております。

ロ　重要な契約書、議事録、法定帳票、機密情報、個人情報等適正な業務執行を確保するために必要な文書

その他重要な意思決定および報告に関しては、文書管理規程に基づき保存、管理しております。

会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設置し、取締役は、開示すべき情報を迅速

かつ網羅的に収集した上で、法令等に従い適時かつ適切に開示しております。

 
（ｃ）損失の危機の管理に関する規程その他の体制

イ　リスク管理を統括するため、リスクマネジメント委員会を設置し、リスク管理を体系的に規定するリス

クマネジメント規程を定め、リスク管理体制の構築および運用を行い、定期的に有効性を評価しており

ます。

ロ　各事業部門は、それぞれの部門に関するリスク管理を行っております。各部門の長は、定期的にリスク

管理の状況をリスクマネジメント委員会に報告しております。

ハ　リスクマネジメント委員会の責任者は、リスク管理の状況をまとめ取締役会に報告しております。
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（ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

イ　取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要な事項を決定し、業務

執行を監督しております。

ロ　取締役会は原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営方針や経営戦

略に関する重要事項について慎重かつ迅速に審議しております。

ハ　取締役、監査役および執行役員によって構成される執行役員会において、業務執行に関する個別経営課

題を実務的な観点から協議しております。執行役員会は原則として毎月１回開催しております。

ニ　当社および当社グループは中期経営計画を定め、当社および当社グループとして達成すべき目標を明確

化するとともに、定期的な進捗管理を行っております。

 
（ｅ）当社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　当社の親会社である日本水産株式会社のグループの一員として、連結ベースで経営計画を策定し、当該

経営計画の達成のため当社グループの経営指導に当たるとともに、日本水産グループキャッシュマネジ

メントシステムに参加して連携を強化しております。

ロ　当社グループは倫理、リスクマネジメントを始め、環境、安全衛生等、企業集団における業務の適正を

確保するため、当社の親会社と連携を強化しております。

ハ　当社グループとしての倫理憲章・倫理行動規範、環境憲章を定め、コンプライアンスや情報セキュリ

ティ等の理念の周知徹底を図っております。

ニ　当社の子会社ガバナンス規程に基づき、担当取締役による子会社の業務執行状況等、事業の総括的な管

理を行っております。また、子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

に、子会社の経営については、当該子会社の自主性を尊重しつつ、当社が制定した子会社ガバナンス規

程の遵守を求めております。

ホ　子会社の業務の適正化を確保するための体制として、当該子会社の取締役より当社に対して子会社ガバ

ナンス規程遵守の差入書を提出させるとともに、当社取締役会に対し定期的に業務報告を行っておりま

す。

ヘ　法令違反その他コンプライアンスに関する事実について、役職員が直接情報提供を行う手段として、日

水製薬グループ内部通報制度（ホットライン）を設置し、運用しております。ホットラインは、当社内

に相談窓口を設置した社内ホットラインとグループ外に相談窓口を設置した企業倫理ホットラインの2本

立てで運用しております。なお、いずれのホットラインにおいても、通報者に対する不利な取り扱いを

禁止しております。

ト　当社グループは医薬品企業として「医薬品、医療機器等の品質、有効性および安全性の確保等に関する

法律」等を遵守し、適正性を確保した組織体制を通じ業務を遂行しております。そのために、当社グ

ループ全体において、現場部門がリスクオーナーとして自己統制し、薬事、品質等に関する信頼性保証

部門によるモニタリングと支援・助言・監督等の統制、内部統制室による内部監査の仕組みをそれぞれ

リスクの防衛線別に構築しております。

 
（ｆ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

　監査を実施するため、必要と認められる場合は、使用人を補助者として置くこととしております。

 
（ｇ）上記の使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ　上記の補助すべき使用人がその職務に従事している期間は、人事異動および懲戒処分に関して、監査役

会の事前の同意を得るものとしております。

ロ　当該使用人に対する指揮命令権限は、その職務に従事している期間について監査役に専属することとし

ております。
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（ｈ）当社及び当社グループの役職員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

イ　当社および当社グループの役職員は、当社グループに重大な影響をおよぼす事項、法令上および企業倫

理上の問題に関する事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、役職員による違法または不正な行

為および企業倫理上の問題を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が発生した

ときは、監査役に報告することとしております。

ロ　当社および当社グループの事業部門を担当する取締役は、監査役と協議のうえ、必要に応じ、担当する

部門のリスク管理の状況について報告することとしております。

 
（ｉ）当社の子会社の役職員またはこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設置会社の監査役に報告をす

るための体制

　前項各号について監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを当社および当社グループの役職員に周知しております。

 
（ｊ）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き、その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用または債権の処理に係る方針に関する事項

　監査役および監査役会が職務を執行するにあたり生ずる費用については、職務の執行に支障がないよ

う速やかに支払っております。

 
（ｋ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ　役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めております。

ロ　代表取締役、会計監査人との定期的な意見交換を開催し、また、内部監査担当部門との連携を図り、適

切な意思疎通および効果的な業務監査の遂行を図っております。

 
（ｌ）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

イ　基本方針

・公共の秩序、安全に脅威を与える反社会的勢力との関係は一切排除しております。

ロ　反社会的勢力排除に向けた整備状況

・倫理憲章に上記基本方針を盛り込むとともに、倫理行動規範に反社会的勢力からの機関紙購読、寄付

金、広告掲載、金銭その他経済的利益の提供等の不当要求については明確に拒否する姿勢を貫くこと

を定めております。

・リスクマネジメントマニュアルを制定し、反社会的勢力による介入を受けたときの管理体制、社内連

絡、警察や顧問弁護士との連携などを定めております。

・特殊暴力防止対策連合会、地区特殊暴力防止対策協議会に加盟し、情報収集に努めております。

・倫理委員会において教育・訓練を計画し、職場において基本方針やリスクマネジメントマニュアルの

周知徹底を図るとともに、効果の検証を行っております。

 
ｄ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社の子会社の業務の適正を確保するための体制といたしましては、子会社取締役より当社に対して子会社

ガバナンス規程遵守の差入書を提出させるとともに、当社取締役会に対し定期的に業務報告を行っておりま

す。

　また、子会社に対して取締役および監査役（海外子会社については監査役を除く。以下同じ）を派遣し、当

該取締役および監査役が子会社における職務執行の監督・監査を行うことにより、子会社における役職員の職

務執行が法令および定款に適合するように努めているほか、内部統制室が、子会社のコンプライアンス体制の

整備、実施状況を定期的にモニタリングし、子会社の業務活動全般について内部監査の対象としております。
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②　取締役会で決議できる株主総会決議事項

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項につき、株主総会の決議によらず取締役会の決

議によって定める旨を定款に定めております。これは機動的な資本政策および配当政策を図ることを目的とした

ものです。

 
③　取締役の定数

　当社は、取締役を10名以内とする旨を定款に定めております。

 
④　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、および累積投票によらない旨を定款に定めております。

 
⑤　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは株主総会の円滑な運営を可能とすることを目的としたものです。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性9名　　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

（2022年６月22日現在）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長執行役員
小野　徳哉 1962年９月12日生

1986年４月 当社入社

2005年４月 名古屋診断薬営業所長

2009年４月 事業企画推進室エキスパート

2010年６月 執行役員　診断薬マーケティング

部長

2011年４月 執行役員　事業企画推進室長

2011年６月 取締役執行役員　事業企画推進室

長

2012年４月 取締役執行役員　営業企画推進部

担当兼事業企画推進室長

2013年４月 取締役専務執行役員　事業企画推

進室長

2014年４月 代表取締役専務執行役員　営業・

生産・研究部門管掌

2014年６月 代表取締役社長執行役員（現）

2018年５月 一般社団法人日本臨床検査薬協会

会長（現）

2022年

６月から

１年

49

取締役

執行役員

子会社担当兼

営業統括部長兼

 海外営業部長

 

斎藤　伸 1962年６月22日生

1985年４月 当社入社

2009年４月 医薬営業部長

2010年６月 執行役員医薬マーケティング部長

2016年６月 日水製薬医薬品販売株式会社　取

締役営業部長

2017年10月 同社へ転籍

2018年４月 同社取締役　医薬営業部長

2019年６月 同社取締役　医薬営業部長退任

2019年６月 当社取締役執行役員　営業本部長

2020年６月 当社取締役執行役員　子会社担当

兼営業本部長

2022年４月 当社取締役執行役員　子会社担当

兼営業統括部長兼海外営業部長

（現）

2022年

６月から

１年

6

取締役 山下　伸也 1959年６月30日生

1983年４月 日本水産株式会社入社

1997年４月 同社中央研究所　医薬研究室長

2007年３月 同社中央研究所長

2016年６月 同社執行役員　中央研究所長委

嘱　東京イノベーションセンター

担当

2020年３月 同社執行役員　技術開発部・商品

開発部・中央研究所・食品分析部

担当

2021年３月 同社執行役員　Ｒ＆Ｄ部門管掌、

食品分析部担当

2021年６月 当社取締役（現）

 日本水産株式会社　取締役執行役

員　ファインケミカル事業執行委

嘱、Ｒ＆Ｄ部門管掌（現）

2022年

６月から

１年

－

取締役 柴崎　栄一 1956年５月24日生

1984年４月 東京地方検察庁検事

1988年４月 浦和地方検察庁検事

1989年３月 浦和地方検察庁検事退官

1989年４月 弁護士登録（現）

1997年６月 当社監査役

2009年６月 当社取締役（現）

2022年

６月から

１年

112
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（2022年６月22日現在）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役 加藤　和則 1963年３月９日生

1991年４月 順天堂大学　医学部　助手

1996年８月 カリフォルニア大学サンディエゴ

校　医学部　研究員

1999年５月 国立がんセンター研究所薬効試験

部　室長

2002年４月 札幌医科大学　医学部　助教授

2009年５月 順天堂大学　医学部　准教授

2011年４月 東洋大学　理工学部　教授（現）

2011年４月 順天堂大学大学院　医学研究科　

客員教授

2016年６月 当社取締役（現）

2022年

６月から

１年

－

取締役 米倉　淳一郎 1981年3月13日生

2008年４月 株式会社コーポレイトディレク

ション入社

2015年１月 同社プリンシパル（現）

2017年６月 リーダー電子株式会社　社外取締

役

2019年４月 国立大学法人東京医科歯科大学

オープンイノベーション機構 クリ

エイティブアソシエイト（現）

2020年６月 当社取締役（現）

株式会社コーポレイトディレク

ションExecutive Consultant,

Group Board Member（現）

2022年

６月から

１年

－

監査役

常勤
土岐　和平 1954年７月25日生

1979年６月 当社入社

1997年４月 名古屋診断薬営業所長

2012年４月 内部統制推進室長

2014年４月 内部統制・ＣＳＲ室長

2014年６月 監査役（現）

2016年６月 日水製薬医薬品販売株式会社　監

査役

2022年

６月から

４年

2

監査役 田山　　毅 1971年１月17日生

1993年10月 会計士補登録

1997年４月 公認会計士登録（現）

1997年10月 税理士登録（現）

2007年６月 当社監査役（現）

2014年６月 株式会社免疫生物研究所　社外監

査役（現）

2019年

６月から

４年

－

監査役 三坂　成隆 1956年12月７日生

1981年４月 徳山曹達株式会社（現株式会社ト

クヤマ）　入社

1996年６月 株式会社エイアンドティーへ出向

（2014年３月に転籍）

1999年７月 株式会社トクヤマ　帰任

2010年４月 同社理事　ポリシリコン営業部長

2011年４月 同社執行役員　マレーシア計画推

進本部副本部長兼ポリシリコン営

業部長

2013年１月 同社執行役員　特殊品部門副部門

長兼Ｔ・Ｍ事業改革プロジェクト

グループリーダー

2014年３月 株式会社エイアンドティー　代表

取締役社長　国際本部長・中国事

業推進室管掌

2021年３月 同社相談役

2021年６月 当社監査役（現）

2021年

６月から

４年

－

計 171
 

（注）１　取締役柴崎栄一、加藤和則および米倉淳一郎は、会社法施行規則第２条第３項第５号に規定する社外役員

に該当する社外取締役です。

２　監査役田山毅および三坂成隆は、会社法施行規則第２条第３項第５号に規定する社外役員に該当する社外

監査役です。
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②　社外役員の状況

　当社は、業務を執行しない取締役（４名）と監査役（３名）の全員との間で会社法第427条第１項に基づく責任

限定契約を締結しており、その契約内容の概要は次のとおりであります。

ａ．業務を執行しない取締役または監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合は、法令が定め

る額を限度として、損害賠償責任を負う。

ｂ．上記の責任限度が認められるのは、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限られる。

　社外取締役および社外監査役は重要な会議への出席および重要な決裁書類が必ず回付される体制などにより情

報を共有し、内部統制の強化に努めております。

 
　当社の社外取締役は柴崎栄一氏、加藤和則氏、米倉淳一郎氏の３名であります。

　全ての社外取締役および非業務執行取締役で構成する社外取締役会議は、各々の専門性を活かし、中長期的な

企業価値向上の観点から経営上の重要事項等やコーポレート・ガバナンス体制の推進について意見交換・認識共

有し、代表取締役へ進言することを任務としております。

　柴崎栄一氏は弁護士としての法的な知識と経験を有しており、専門家として当社の経営に活かすために選任し

ております。なお、同氏は2022年３月末時点において、役員持株会における持分とあわせて当社の株式を0.49％

保有しておりますが、重要性はないものと判断しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本

的関係および重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

　加藤和則氏は長年にわたり大学や研究機関において基礎医学・臨床医学分野の研究を行っており、当社が標榜

する「オープンイノベーション」による大学や研究機関、ベンチャー企業との共同研究・共同開発等への助言・

監督等を主に行っているため、その豊富な経験と知識を当社の経営に活かすために選任しております。当社と同

氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係および重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断してお

ります。

　米倉淳一郎氏は株式会社コーポレイトディレクションにおける経営コンサルタントとしての知識と経験、また

国立大学法人東京医科歯科大学オープンイノベーション機構における産学連携に係る見識を有しており、これら

の豊富な経験と見識は当社の経営への助言・監督ならびに当社が標榜する「オープンイノベーション」のさらな

る推進に寄与しうるものと考え選任しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係およ

び重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

 
　当社の社外監査役は田山毅氏、三坂成隆氏の２名であります。

　田山毅氏は公認会計士・税理士として会計の専門知識と上場会社の監査の経験を有しており、専門家としての

見地から当社の経営の監査に寄与することを期待し選任しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関

係、資本的関係および重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

　三坂成隆氏は株式会社エイアンドティーにおいて代表取締役社長を務めるなど、化学・臨床診断薬業界におい

て長年にわたる経営者としての経験を有するとともに、海外事業展開に関しても豊富な見識を有しており、これ

らの経験・見識を当社の経営の監査に活かしていただくことを期待し選任しております。当社と同氏の間には、

それ以外の人的関係、資本的関係および重要な取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

　社外取締役および社外監査役を選任するにあたり、独立性に関して特段の定めはありませんが、経営者や特定

の利害関係者との関連がなく、一般株主との利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考えとして選任して

おります。

　なお、社外取締役の３名ならびに社外監査役の両氏は職務執行にあたり一般株主と利益相反の生じるおそれが

ないと判断し、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ております。
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③　社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携ならび

に内部統制部門との関係

　監査役会は、会計監査人および内部監査部門からそれぞれ監査計画および監査結果を入手し、監査役監査が実

効的に行われるようにしております。また、その監査活動の中で、会計監査人および内部監査部門等と必要な情

報を共有しております。さらに、社外取締役および非業務執行取締役から構成される社外取締役会議と定期的に

情報を共有して、重要な企業リスクに関して企業価値に致命的な損失を与えないように連携しております。

 
 
（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

ａ．組織及び人員

・当社の監査役選任に関する基準について、常勤監査役は事業および経営全般に精通している者を１名、社

外監査役は財務および会計に関する相当程度の知見と経験を有する者が少なくとも１名と事業などの専門

分野に精通する者、または内部監査や法的な知識と経験を有する者を１名としております。

・当社の監査役会は３名の監査役で構成されており、当社の事業および経営全般に精通した常勤監査役土岐

和平氏が監査役会議長を兼務し、財務および会計の専門家として公認会計士・税理士資格を有している社

外監査役田山毅氏と、事業および業界などの専門分野に精通している社外監査役三坂成隆氏の２名を独立

社外監査役として選任しております。各監査役は取締役から独立した立場において、取締役、執行役員お

よび使用人の職務執行が法令または定款等に適合しているかを監査するなど取締役の職務の執行状況の監

査を行うとともに、計算書類等の適正性を確保するため、会計監査を実施しております。なお、現在当社

は監査役スタッフ（補助使用人）を選任しておりませんが、必要に応じて監査役スタッフを選任すること

としております。

 
ｂ．監査役および監査役会の活動状況

・新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の状況下における当事業年度の監査役会は、Web会議を中心に概ね

毎月１～２回程度、合計21回開催しており、平均開催時間は約82分間です。個々の監査役の取締役会と監

査役会への出席状況は以下の通りです。

役職名 氏名
取締役会出席状況
（出席率）

監査役会出席状況
（出席率）

常勤監査役 土岐　和平 16回（100％） 21回（100％）

社外監査役 田山　毅 16回（100％） 21回（100％）

社外監査役 斎藤　仁 ３回（75％） ５回（100％）

社外監査役 三坂　成隆 12回（100％） 15回（94％）
 

 
　また、当事業年度の監査役会では年間を通じて次のような決議、報告、審議・協議を行っておりま

す。

決議（10件） ：監査役監査方針・監査計画・職務分担、監査役及び補欠監査役候補者選任議案
に関する同意、会計監査人の評価及び再任・不再任、会計監査人報酬の同意、
監査報告書等

報告（48件） ：監査役月次活動状況報告、品質管理、海外子会社および社内決裁内容確認

審議・協議（11件） ：監査役活動年間レビュー、会計監査人の評価及び再任・不再任、会計監査人報
酬の同意、監査報告書、海外子会社ガバナンス、棚卸資産管理、内部監査報告
等
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ｃ．監査役の主な活動

　監査役全員による代表取締役社長執行役員との会談を半期毎に開催し、意思疎通・情報交換を行っておりま

す。また、重要な決裁書類の閲覧、各業務執行取締役および執行役員との意見交換を行うことで各部門の問題

点など情報の共有化を図り、子会社からの事業報告の確認、会計監査人からの監査の実施状況・結果の報告の

確認を行っております。さらに、会計監査人と社外取締役会議および監査役会との意見交換を行い、重要事項

について協議しております。

　監査役は、監査役会が定めた監査基準および職務分担に従い、取締役会に出席し、議事運営、決議内容等を

監査し、執行役員会や半期報告会に出席して必要に応じて意見を表明しております。その他、常勤監査役は、

社内執行役員会、営業・研究・生産の各部門の月次報告会、リスクマネジメント委員会、倫理委員会、品質委

員会等の社内の委員会に出席して必要に応じて意見を表明しております。

　また、監査役は日本水産グループ監査役連絡会に定期的に参加し、情報の共有を図り意見交換を行っており

ます。

 
 
②　内部監査の状況

ａ．内部監査の組織・人員及び手続き

　当社における内部監査と内部統制の機能は、社長直轄の組織である内部統制室（２名）に機能を統合してお

ります。

　当社の内部監査および財務報告の信頼性を確保するための内部統制に関する事項の評価は、リスクアプロー

チの観点から作成した年度計画に基づき評価を実施し、取締役会、監査役会および監査対象の組織責任者に報

告しております。

 
ｂ．内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査と監査役監査との連携状況

　内部監査を担う内部統制室は、四半期毎に監査計画および実績を監査役会に報告し共有するとともに、

意見交換を実施しております。監査役は、内部統制室に対して適時適切にアドバイスや情報提供を行って

おります。また、内部統制室に対して、内部統制システムの状況およびリスク評価等についての報告を求

め、監査役監査への協力を求めています。

 
内部監査と会計監査との連携状況

　内部監査部門は、内部統制の側面において、年度の評価計画策定時に評価手順および範囲・スケジュー

ル等について会計監査人と協議を行い、評価方針を確定し、さらに、会計監査人との情報交換を密に行い

統制上の不備・問題点が発見された場合は適宜是正を図る等、会計監査人・内部監査部門間の連携を確保

しています。

 
監査役監査と会計監査の連携状況

　監査役会は、期末において会計監査人より会計監査および内部統制監査の手続きおよび結果の概要につ

き報告を受け、意見交換を実施しています。監査役は、期中において経理部が会計監査人への四半期決算

説明会への同席、四半期会計監査レビュー、意見交換会など概ね月に１回程度の会計監査人との会合を開

催し（当事業年度は12回実施）、会計監査人の監査計画・重点監査項目・監査状況、当該法人および会計

監査人の監査品質等の報告を受け、情報交換を図るとともに、有効かつ効率的な会計監査および内部統制

監査の遂行に向けて意見交換を実施しています。
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ｃ．内部監査、監査役監査および会計監査と内部統制部門との関係

　監査部門を担う内部統制室、監査役、会計監査業務を執行した公認会計士と経理部は定期的な打合せを実施

し、内部統制に関する報告、意見交換を実施しております。内部統制室および監査役は、内部監査・内部統制

および監査役監査の手続きにおいて意思疎通を図り、また、会計監査人も、経理部を通じて内部統制室と、必

要に応じて意見交換等を実施しています。

 
③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 
ｂ．継続監査期間

1990年３月期以降の33年間

 
ｃ．業務を執行した公認会計士

永澤　宏一

小宮　正俊
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ｄ．監査業務にかかる補助者の構成

　当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士９名、会計士試験合格者等５名、その他20名でありま

す。

　なお、会計監査業務を執行した公認会計士は継続監査年数が７年（筆頭業務執行社員は５年）を超えていな

いため継続監査年数の記載を省略しております。

 
ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社が定める監査法人の選定方針は、経営方針である「長期的に持続的成長を目指す企業」に伴い、海外監

査に対応出来る監査法人としております。

　当社は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の

実務指針」を踏まえ、監査法人の概要、監査の実施体制、監査報酬の見積額の妥当性、さらには監査実績など

を検証するとともに、日本公認会計士協会の定める「独立性に関する指針」に基づき独立性を有することを確

認するなど総合的に検証し、会計監査人の選任・再任の議案の内容を決定しております。

　上記方針に従い審議した結果、引き続きEY新日本有限責任監査法人を会計監査人として選定（再任）するこ

とを決定しております。

 
ｆ．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、監査能力、職務執行の状況などを勘案し、継続して職

務を執行することについて重大な疑義が生じた場合、監査役会の決定により、会計監査人の解任または不再任

の議案を株主総会に付議する方針です。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると

認められたときは、監査役会が会計監査人を解任する方針です。

 
ｇ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が2017年10月13日改定した「会計監査人の評価及び選定基準策定

に関する監査役等の実務指針」に基づき、７分類（監査法人の品質管理、監査チーム、監査報酬、監査役等と

のコミュニケーション、経営者等との関係、グループ監査、不正リスク）の関連する項目についてEY新日本有

限責任監査法人に実施報告を求め評価しております。また、2021年７月付けで公表された金融庁公認会計士・

監査審査会の検査結果の報告等を活用して評価しております。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 31 － 31 －

連結子会社 － － － －

計 31 － 31 －
 

 
ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワーク（Ernst & Youngグループ）に対する報酬（ａ．を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 － 0 － －

連結子会社 0 0 0 －

計 0 0 0 －
 

（注）前連結会計年度において当社および当社の子会社が報酬を支払っている非監査業務の内容は、法務調

査業務等であります。

 
ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

　当社は、会計監査人等に対する監査報酬について、当社の規模や業務の特性、他社報酬の状況等を勘案して

監査日数等を検討したうえで、報酬総額を決定しております。

 
ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な資料を入手し報告を受け、前事業年度の職

務の遂行状況を確認し、当事業年度の報酬見積の算出根拠等の相当性に加え、過去からの監査報酬額の推移、

および他社の監査報酬の状況等を総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等について、監査品質を維持向上

していくために妥当と判断し、同意いたしました。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2007年６月26日（監査役の報酬額）および2009年６月

24日（取締役の報酬額）であり、決議の内容は、取締役の報酬額を年額３億円以内（うち社外取締役分は50百

万円以内）、監査役の報酬額を年額１億円以内にすることとし、取締役の報酬額には使用人分給与相当額は含

んでおりません。

　当社は、2019年６月に取締役会の任意の諮問機関として、指名・報酬に関する事項の決定に関して、取締役

会における意思決定のプロセスの透明性・客観性を高め、コーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化を目

的として「指名・報酬委員会」を設置しております。

　指名・報酬委員会にて、取締役の報酬に係る方針について審議、答申を行い、取締役会において、上記株主

総会で決議されている上限額の範囲内で、決議しております。

　取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長執行役員がその具体的内容につ

いて委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の業績連動報酬の額

としております。取締役会は、当該権限が代表取締役社長執行役員によって適切に行使されるよう、指名・報

酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長執行役員は、当該答申の内

容に従って決定をしております。

 
ａ．報酬水準の方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利

益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること

を基本方針としております。

　当社の監査役の報酬は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるため、必要な水準の額とすること

を基本方針としております。

 
ｂ．業務執行取締役の報酬

　基本報酬（固定報酬）および業績連動報酬により構成しております。

（ａ）基本報酬

　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて外部機関の客観的な評価データおよび同

業他社の評価データを参考にしながら、総合的に勘案して決定しております。

 
（ｂ）業績連動報酬

　業績連動報酬は、役位別基準額に、目標指標に対する達成度に基づく係数（０％～150％）を乗じ

て決定しております。

　当事業年度における業績連動報酬に係る主たる目標指標は、2021年度の連結売上高予算および連

結営業利益予算であります。その実績値は、連結売上高166億57百万円、連結営業利益15億64百万円

となりました。

 
ｃ．社外取締役、非業務執行取締役及び監査役の報酬

　社外取締役および非業務執行取締役については、基本報酬（固定報酬）のみを支払っております。監査役

の報酬については、監査役の協議により、常勤・非常勤別に応じた報酬額の決定に基づき基本報酬（固定報

酬）のみを支払っております。 
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ｄ．指名・報酬委員会の構成

　指名・報酬委員会は、社外取締役および非業務執行取締役をメンバーとする社外取締役会議と、代表取締

役社長執行役員で構成されております。 

　同委員会の構成は次のとおりです。

 氏　名 役　位 委員在任期間

１ 柴崎　栄一 社外取締役（委員長） ３年

２ 加藤　和則 社外取締役 ３年

３ 米倉　淳一郎 社外取締役 ２年

４ 山下　伸也 非業務執行取締役 １年

５ 小野　徳哉 代表取締役社長執行役員 ３年
 

 
ｅ．指名・報酬委員会の活動状況

　当事業年度の指名・報酬委員会は、10回開催し、主に取締役の報酬に係る評価マトリックスの決定、取締

役のスキルマトリックスの検討、人事制度の再構築等について、情報収集ならびに協議を行いました。

　今後につきましては、中長期的な業績および企業価値の向上を重視した経営を推進するため、中長期経営

計画の達成度等を指標とする業績連動型報酬の導入に向けた討議を行ってまいります。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本

報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（社外取締役を除く。）

118 77 40 ― 4

監査役
（社外監査役を除く。）

15 15 ― ― 1

社外役員 48 48 ― ― 6
 

（注）１　業績連動報酬等には引当金が含まれております。

２　上記には、2021年６月22日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名および社外役員

１名を含んでおります。

３　当事業年度の取締役の個人別の報酬等（基本報酬および業績連動報酬等）は、代表取締役社長執行役

員小野徳哉氏が取締役会より委任を受けて決定しております。

４　前項の権限を委任した理由は、各取締役の各種評価指標に対する評価、会社業績などを総合的に勘案

し決定できると判断したためです。

取締役会は、当該権限が代表取締役社長執行役員によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会

に原案を諮問し答申を得る等の措置を講じており、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬等の額が

決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

 
③　役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、専ら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的とする投資株式を「純投資

目的である投資株式」としております。「純投資目的以外の目的である投資株式」は、当社の中長期的な企業

価値向上に寄与する企業の株式を対象とすることを基本としております。
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②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

　「純投資目的以外の目的である投資株式」を保有する方針は、取引先との長期的で安定した取引関係の

構築、業務提携、事業戦略などを総合的に勘案し、当社の企業価値向上に資すると判断した場合、当該取

引先の株式を取得し保有することができるものとしております。同株式に係わる議決権行使の基準は、そ

の議案の内容を精査し、株主価値の向上に繋がるか、当社の企業価値を棄損させる恐れなどを判断した上

で、議決権を行使いたします。

　なお、現在、当社では純投資目的以外で上場株式を保有しておりません。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 40
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

　該当事項はありません。

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　該当事項はありません。

 

③保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計
上額の合計額
（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計
上額の合計額
（百万円）

非上場株式以外の株式 5 418 5 391
 

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式以外の株式 9 － 265
 

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「評価損益の合計額」は記載しておりません。
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第５【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

（２）　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日ま

で）の連結財務諸表および事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、会計基準等の内容や変更等を適切に把握し、的確に対応することができる体制を整備しております。また、監査

法人および各種団体の主催する講習会に参加して情報収集活動に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,461 4,807

  受取手形及び売掛金 3,696 4,554

  有価証券 － 28

  商品及び製品 1,112 1,313

  仕掛品 313 281

  原材料及び貯蔵品 686 850

  関係会社預け金 19,965 19,990

  その他 147 123

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 30,384 31,948

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 694 645

   機械装置及び運搬具（純額） 353 253

   土地 2,118 2,118

   リース資産（純額） 10 103

   建設仮勘定 14 13

   その他（純額） 83 72

   有形固定資産合計 ※１  3,274 ※１  3,207

  無形固定資産   

   ソフトウエア 70 92

   リース資産 1 －

   ソフトウエア仮勘定 － 15

   その他 5 5

   無形固定資産合計 77 114

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  1,752 ※２  1,308

   繰延税金資産 65 125

   その他 246 219

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 2,065 1,653

  固定資産合計 5,417 4,975

 資産合計 35,801 36,924
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,162 2,469

  リース債務 4 23

  未払法人税等 199 469

  未払消費税等 23 107

  契約負債 11 32

  賞与引当金 236 363

  役員賞与引当金 12 27

  その他 292 360

  流動負債合計 2,943 3,853

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1 1

  リース債務 8 90

  長期預り保証金 372 372

  その他 1 －

  固定負債合計 384 465

 負債合計 3,328 4,318

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,449 4,449

  資本剰余金 5,378 5,378

  利益剰余金 22,596 22,735

  自己株式 △100 △100

  株主資本合計 32,324 32,462

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 149 133

  為替換算調整勘定 △0 9

  その他の包括利益累計額合計 148 142

 純資産合計 32,472 32,605

負債純資産合計 35,801 36,924
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 11,971 ※１  16,657

売上原価 ※２  7,871 ※２  11,399

売上総利益 4,099 5,258

販売費及び一般管理費 ※３,※４  3,295 ※３,※４  3,694

営業利益 804 1,564

営業外収益   

 受取利息 64 68

 有価証券利息 7 3

 受取配当金 20 20

 投資有価証券売却益 36 23

 業務受託料 25 17

 デリバティブ評価益 18 －

 その他 34 15

 営業外収益合計 207 149

営業外費用   

 支払利息 0 0

 持分法による投資損失 ※５  52 ※５  116

 投資有価証券売却損 2 0

 デリバティブ評価損 － 1

 為替差損 0 0

 その他 0 －

 営業外費用合計 55 120

経常利益 956 1,593

特別利益   

 持分変動利益 － ※６  58

 特別利益合計 － 58

特別損失   

 固定資産売却損 0 －

 固定資産処分損 0 1

 投資有価証券評価損 ※７  11 －

 特別損失合計 12 1

税金等調整前当期純利益 943 1,649

法人税、住民税及び事業税 285 555

法人税等調整額 1 △52

法人税等合計 287 503

当期純利益 656 1,146

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 656 1,146
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当期純利益 656 1,146

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 112 △15

 為替換算調整勘定 △0 9

 持分法適用会社に対する持分相当額 3 △0

 その他の包括利益合計 ※  115 ※  △6

包括利益 771 1,140

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 771 1,140

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 4,449 5,378 22,415 △100 32,143 33 － 33 32,176

会計方針の変更による累

積的影響額
  △15  △15    △15

会計方針の変更を反映した

当期首残高
4,449 5,378 22,399 △100 32,127 33 － 33 32,160

当期変動額          

剰余金の配当   △447  △447    △447

親会社株主に帰属する

当期純利益
  656  656    656

連結範囲の変動   △11  △11    △11

自己株式の取得    △0 △0    △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     115 △0 115 115

当期変動額合計 － － 196 △0 196 115 △0 115 311

当期末残高 4,449 5,378 22,596 △100 32,324 149 △0 148 32,472
 

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 4,449 5,378 22,596 △100 32,324 149 △0 148 32,472

会計方針の変更による累

積的影響額
    －    －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
4,449 5,378 22,596 △100 32,324 149 △0 148 32,472

当期変動額          

剰余金の配当   △1,007  △1,007    △1,007

親会社株主に帰属する当

期純利益
  1,146  1,146    1,146

連結範囲の変動     －    －

自己株式の取得    △0 △0    △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     △15 9 △6 △6

当期変動額合計 － － 138 △0 138 △15 9 △6 132

当期末残高 4,449 5,378 22,735 △100 32,462 133 9 142 32,605
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 943 1,649

 減価償却費 286 236

 引当金の増減額（△は減少） 98 141

 受取利息及び受取配当金 △92 △93

 投資有価証券売却損益（△は益） △33 △22

 デリバティブ評価損益（△は益） △18 1

 為替差損益（△は益） △0 △1

 支払利息 0 0

 持分法による投資損益（△は益） 52 116

 固定資産売却損益（△は益） 0 －

 持分変動損益（△は益） － △58

 投資有価証券評価損益（△は益） 11 －

 売上債権の増減額（△は増加） △1,194 △858

 棚卸資産の増減額（△は増加） △248 △332

 仕入債務の増減額（△は減少） 823 306

 その他 58 217

 小計 686 1,304

 法人税等の支払額 △201 △297

 営業活動によるキャッシュ・フロー 485 1,006

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 関係会社預け金の増減額（△は増加） △1,500 －

 有価証券の取得による支出 － △24

 有形固定資産の取得による支出 △121 △49

 無形固定資産の取得による支出 △25 △49

 投資有価証券の取得による支出 － △130

 投資有価証券の売却及び償還による収入 98 510

 利息及び配当金の受取額 86 105

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

※２  2,401 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー 938 361

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △29 △6

 配当金の支払額 △446 △1,003

 自己株式の増減額（△は増加） △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △476 △1,010

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 947 369

現金及び現金同等物の期首残高 3,558 4,527

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

20 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  4,527 ※１  4,897
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　　1社

会社名　　Nissui Pharma Solution

 
（２）非連結子会社の数　　該当事項はありません。

 
 
２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社の数　　該当事項はありません。

 
（２）持分法を適用した関連会社の数　　2社

会社名　　セルジェンテック株式会社

　　　　　日本テクノサービス株式会社

 
（３）持分法を適用しない非連結子会社の数　　該当事項はありません。

 
（４）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

　持分法を適用している会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る

財務諸表または連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日でありますが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないため、連結財務諸表の

作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との差異期間における重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

イ．市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．市場株式のない株式等

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③棚卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）ならびに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年

機械装置及び運搬具 ４年～８年

工具、器具及び備品 ４年～20年
 

 
②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

 
③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

 
（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金額を計上

しております。

③役員賞与引当金

　取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用しております。
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（５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 

（６）重要な収益及び費用の計上基準

　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することとしております。

 
①企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　顧客に対する製商品の収益は、顧客との販売契約に基づいて製商品を引き渡す履行義務を負っておりま

す。

②企業が当該履行義務を充足する通常の時点

　試薬等の国内向け販売については、製商品を引き渡す時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履

行義務が充足されることから引渡時点で収益を認識しております。また、代理人取引であると判断される試

薬の直送取引等の一部についても、製商品を引き渡す時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履行

義務が充足されることから引渡時点で収益を認識しております。海外販売（直接輸出）については、貿易条

件に基づき製品の船積みが完了した時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履行義務が充足される

ことから船積時点で収益を認識しております。

 
（７）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

 
 
（重要な会計上の見積り）

持分法適用会社に関するのれんの評価

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

持分法による投資損失 13 92

投資有価証券 18 14
 

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、持分法適用会社に関するのれんのうち減損の兆候がある資産または資産グループについ

て、当該資産または資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場

合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を持分法による投資損失として計上しておりま

す。

　回収可能価額は、正味売却価額および使用価値のいずれか高い方の利用が要請され、正味売却価額につい

ては、売却予定価額または鑑定評価額を基に算定し、また、使用価値については、将来キャッシュ・フロー

をはじめとし、多くの見積り・前提を使用して算定する必要があります。このような計算過程の中で、兆候

判定や将来キャッシュ・フローの算定に使用する将来計画には、市場における予想販売価格や予想販売数量

といった複数の仮定を使用しており、重要な見積りを必要とするものになります。そのため、翌連結会計年

度において海外の法的規制の動向、競争環境の変動等により、見積りの基礎の実際値が仮定と大幅に異なる

場合、追加の持分法による投資損失が発生する可能性があります。

 
 

EDINET提出書類

日水製薬株式会社(E00971)

有価証券報告書

 51/105



 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することとしております。これにより、従来は出荷基準により収益を認識していた試薬等の

国内向け販売について、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識する方法

に変更しております。また、従来は顧客から受け取る対価の総額で収益を認識していた試薬の直送取引等の一部

について、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人または代理人）を判断した結果、総額から仕入先

に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。さらに、従来は販売費及び一般管

理費に計上していた販売促進費等の顧客に支払われる対価の一部を売上高から控除して表示する方法に変更して

おります。当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務

諸表となっております。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表は、受取手形及び売掛金は51百万円

減少し、商品及び製品は35百万円増加し、繰延税金資産は３百万円増加し、未払消費税等は４百万円減少し、利

益剰余金は７百万円減少しております。

　前連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は４億12百万円減少し、売上原価は３億14百万円減少し、販売費

及び一般管理費は１億９百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ11百万円増

加いたしました。

　前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書は、税金等調整前当期純利益は11百万円増加し、売上債権の

増加額は３百万円増加し、棚卸資産の増加額は８百万円増加し、その他は０百万円増加しております。

　前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰

余金の前期首残高は15百万円減少しております。

　「収益認識会計基準」等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示し

ていた「その他」は当連結会計年度より「契約負債」および「その他」に含めて表示することといたしました。

　１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

　なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

 
 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありま

せん。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこ

ととしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年

７月４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては

記載しておりません。

 

 
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の今後の収束時期や影響を合理的に予測する事は、困難な状況にあり

ますが、会計上の見積りにおいては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による大きな影響はないものとし

て当連結会計年度の見積りを行っております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

減価償却累計額 7,336百万円 7,422百万円
 

 

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

投資有価証券(株式) 112百万円 183百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）　１．顧客との契約から生

じる収益を分解した情報」に記載しております。

 
※２　期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

34百万円 17百万円
 

 
※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

給料及び手当 786百万円 807百万円

研究開発費 643　〃 691　〃

退職給付費用 50　〃 49　〃

貸倒引当金繰入額 △1　〃 －　〃

賞与引当金繰入額 154　〃 237　〃

役員賞与引当金繰入額 12　〃 27　〃
 

 
※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

643百万円 691百万円
 

 
※５　持分法による投資損失の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

セルジェンテック株式会社 68百万円 137百万円

日本テクノサービス株式会社 △15　〃 △20　〃

計 52百万円 116百万円
 

 
　なお、持分法による投資損失に含まれるのれん相当額に対しての減損損失は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

セルジェンテック株式会社 13百万円 92百万円
 

 
　当社は上記の関連会社の将来計画に含まれている臨床研究の成否、他の疾患への適用拡充の可否、パー

トナー企業との共同研究契約やライセンス契約締結の可否、規制当局からの承認の可否等の重要な仮定に

ついて、当連結会計年度に改めて評価し、将来キャッシュ・フローを見積もった結果、持分法適用会社に

関するのれんを回収可能価額まで減損処理を行い、持分法による投資損失として計上しております。
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※６　持分変動利益

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　当連結会計年度において計上した持分変動利益は、セルジェンテック株式会社の第三者割当増資によるも

のであります。

 
※７　投資有価証券評価損

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　投資有価証券評価損は、保有目的が純投資目的以外の目的である非上場株式の減損処理によるものであり

ます。

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

その他有価証券評価差額金：     

　当期発生額 195百万円 0百万円

　組替調整額 △33　〃 △22　〃

　　税効果調整前 162　〃 △22　〃

　　税効果額 △49　〃 6　〃

　　その他有価証券評価差額金 112　〃 △15　〃

為替換算調整勘定     

　当期発生額 △0百万円 9百万円

持分法適用会社に対する
持分相当額

    

　当期発生額 3百万円 △0百万円

その他の包括利益合計 115百万円 △6百万円
 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,547,140 － － 22,547,140

自己株式     

普通株式 152,692 107 － 152,799
 

（注）　普通株式の自己株式数の増加107株は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年５月12日
取締役会

普通株式 223 10 2020年３月31日 2020年６月３日

2020年10月29日
取締役会

普通株式 223 10 2020年９月30日 2020年12月７日
 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年５月12日
取締役会

普通株式 447 利益剰余金 20 2021年３月31日 2021年６月８日
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,547,140 － － 22,547,140

自己株式     

普通株式 152,799 85 － 152,884
 

（注）　普通株式の自己株式数の増加85株は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年５月12日
取締役会

普通株式 447 20 2021年３月31日 2021年６月８日

2021年10月28日
取締役会

普通株式 559 25 2021年９月30日 2021年12月６日
 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年５月10日
取締役会

普通株式 335 利益剰余金 15 2022年３月31日 2022年６月７日
 

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

現金及び預金 4,461百万円 4,807百万円

預入期間が３か月以内の関係会社預け金 65　〃 90　〃

現金及び現金同等物 4,527百万円 4,897百万円
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※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　株式の売却により、日水製薬医薬品販売株式会社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及

び負債の内訳ならびに株式の売却価額と売却による収入は次のとおりです。

 
流動資産 2,366百万円

固定資産 1,505　〃　　

流動負債 △364　〃　　

固定負債 △53　〃　　

株式売却に伴う付随費用 63　〃　　

関係会社株式売却損失引当金 △216　〃　　

　株式の売却価額 3,300百万円

株式売却に伴う付随費用 △63百万円
 

現金及び現金同等物 △835　〃　　

　差引：売却による収入 2,401百万円
 

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

工具、器具及び備品（社内システム用サーバ・プリンタ）

 

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（２）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
（貸主側）

ファイナンス・リース取引

（１）リース投資資産の内訳

①　流動資産

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

リース料債権部分 43 39

見積残存価額部分 － －

受取利息相当額 △6 △7

リース投資資産 37 32
 

 

②　投資その他の資産

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

リース料債権部分 75 48

見積残存価額部分 － －

受取利息相当額 △3 △4

リース投資資産 72 44
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（２）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

①　流動資産

 （単位：百万円）

 

前連結会計年度
（2021年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － － － － － －

リース投資資産 43 － － － － －
 

 
 （単位：百万円）

 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － － － － － －

リース投資資産 39 － － － － －
 

 
②　投資その他の資産

 （単位：百万円）

 

前連結会計年度
（2021年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － － － － － －

リース投資資産 － 36 20 12 5 0
 

 
 （単位：百万円）

 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － － － － － －

リース投資資産 － 23 15 7 2 0
 

 
 
（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、安全性を優先し内規に従い資金運用を行っております。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては取

引規程に従い与信管理を行い、リスク低減を図っております。

　有価証券及び投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、公社債、投資信託、株式の商

品別にリスクとリターンのバランスを勘案した上で運用しており、随時時価の把握を行っております。

　当社グループが利用するデリバティブは円・豪ドル外為相場に連動した変動利付債の運用によるもので、

債券市場価格および為替相場の変動によるリスクに晒されております。デリバティブ取引の利用にあたって

は信用度の高い金融機関と取引を行っており、相手方の契約不履行により生じる信用リスクは極めて少ない

と認識しております。有価証券、投資有価証券の運用は年度運用計画の枠内で実行しており、毎月の運用状

況を取締役会へ報告する体制となっております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

 
前連結会計年度(2021年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

投資有価証券    

　その他有価証券 1,600 1,600 －
 

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

投資有価証券    

　その他有価証券 1,084 1,084 －
 

 
（※１）　現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、関係会社預け金、有価証券及び買掛金は短期

間で決済されるため時価が簿価に近似することから、記載を省略しております。

 
（※２）　市場価格のない株式等は「投資有価証券　その他有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

区分
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

非上場株式 152 223
 

 

EDINET提出書類

日水製薬株式会社(E00971)

有価証券報告書

 61/105



 

 
（注）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,459 － － －

受取手形及び売掛金 3,696 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの     

（１）債券     

その他 － 300 － 300

（２）その他 － 500 － －

関係会社預け金 19,965 － － －

合計 28,121 800 － 300
 

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,806 － － －

受取手形及び売掛金 4,554 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの     

（１）債券     

その他 28 － － 300

（２）その他 － 500 － －

関係会社預け金 19,990 － － －

合計 29,379 500 － 300
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 

 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

当連結会計年度（2022年３月31日）

   （単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

（１）株式 418 － － 418

（２）債券     

①国債・地方債等 － － － －

②社債 － － － －

③その他 － 248 － 248

（３）その他 － 417 － 417

資産計 418 666 － 1,084
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は取引所の価格、非上場投資信託は公表された基準価額、債券は取引金融機関から提示された

時価情報によっております。

　上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　当社が保有している債券および非上場投資信託は活発な市場における相場価格とは認められないため、

その時価をレベル2の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2021年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式 391 152 239

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 565 547 18

（３）その他 221 172 48

小計 1,179 872 306

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 420 498 △77

小計 420 498 △77

合計 1,600 1,371 228
 

（注）債券には、複合金融商品が含まれており、その組込デリバティブ評価益18百万円は連結損益計算書の営業

外収益に計上しております。

なお、非上場株式（連結貸借対照表計上額152百万円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
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当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式 418 152 265

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 28 24 3

（３）その他 － － －

小計 446 177 268

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 248 250 △1

（３）その他 417 498 △81

小計 666 749 △82

合計 1,112 926 186
 

（注）債券には、複合金融商品が含まれており、その組込デリバティブ評価損１百万円は連結損益計算書の営業

外費用に計上しております。

なお、非上場株式（連結貸借対照表計上額223百万円）については、市場価格がないため上表には含めてお

りません。

 
２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

区分
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（１）株式 98 36 2

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 0 － 0

合計 98 36 2
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

区分
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（１）株式 － － －

（２）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 314 － 0

（３）その他 196 23 －

合計 510 23 0
 

 
 

３．償還されたその他有価証券

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 
 
４．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券について11百万円（市場価格のない非上場株式）減損処理を行っており

ます。

　なお、減損処理の判断基準として、期末における時価が取得原価より50％超下落した銘柄は原則として減損

処理の対象とし、下落率が30％超50％以下の銘柄については２期連続の下落の場合は回復可能性等を考慮して

必要と判断した額について減損処理を行っております。

　市場価格のない株式の減損処理にあたっては、実質価額が取得原価に対し50％以上下落した場合には回復可

能性等を考慮して必要と判断した額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（2021年３月31日）

複合金融商品関連

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「注

記事項（有価証券関係）　１　その他有価証券」に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

複合金融商品関連

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「注

記事項（有価証券関係）　１　その他有価証券」に含めて記載しております。

 
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社は、退職給付に充てるため、従業員には確定拠出年金制度、臨時従業員には退職一時

金制度（非積立型制度であります。）を採用しております。

　臨時従業員に対して内規に従い支給する退職一時金につきましては、簡便法により退職給付に係る負債およ

び退職給付費用を計上しております。

 
２．簡便法を適用した確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
 　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
 　 至　2022年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 2百万円 1百万円

　退職給付費用 0　〃 0　〃

　退職給付の支払額 △0　〃 －　〃

　連結の範囲の変更に伴う減少 △0　〃 －　〃

退職給付に係る負債の期末残高 1百万円 1百万円
 

 

（２）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 1百万円 1百万円

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

1百万円 1百万円

     

退職給付に係る負債 1百万円 1百万円

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

1百万円 1百万円
 

 

（３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度 0百万円 当連結会計年度 0百万円
 

 

３．確定拠出制度

　当社および連結子会社の確定拠出年金制度への要拠出額は、前連結会計年度79百万円、当連結会計年度76百万

円でありました。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産     

税務上の繰越欠損金 8百万円 21百万円

退職給付に係る負債 0　〃 0　〃

賞与引当金 76　〃 119　〃

投資有価証券評価損 186　〃 213　〃

未払事業税 16　〃 32　〃

その他 62　〃 60　〃

繰延税金資産小計 350百万円 447百万円

評価性引当額 △199　〃 △243　〃

繰延税金資産合計 151百万円 204百万円

     

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △64百万円 △57百万円

合併受入資産評価差額金 △21　〃 △21　〃

繰延税金負債合計 △85百万円 △78百万円

繰延税金資産の純額 65百万円 125百万円
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　前連結会計年度、当連結会計年度ともに法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差

異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報は次のとおりであります。

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

 （単位：百万円）

 診断薬事業

国内販売 15,313

海外販売（直接輸出） 1,285

海外販売（その他） 16

顧客との契約から生じる収益 16,615

その他の収益 42

外部顧客への売上高 16,657
 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）　４．会

計方針に関する事項　（６）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

 （単位：百万円）

 当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 3,696 4,554

契約資産 － －

契約負債 11 32
 

　契約負債は、製商品の販売契約における顧客からの前受金であります。当期に認識した収益の額のう

ち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、11百万円であります。

 
（２）残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま

す。

 (単位：百万円)

 当連結会計年度

１年以内 32

１年超２年以内 －

合計 32
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは診断薬事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

 
 
【関連情報】

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用

しており、前連結会計年度の数値は当該会計基準等を遡って適用した後の数値によっております。

 
前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 
２．地域ごとの情報

（１）売上高

  （単位：百万円）

日本 その他 合計

10,834 1,137 11,971
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 
（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 （単位：百万円）

顧客の名称 売上高

東邦薬品株式会社 1,336

アルフレッサ株式会社 1,252
 

※当社グループは、診断薬事業のみの単一セグメントであります。

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 
２．地域ごとの情報

（１）売上高

  （単位：百万円）

日本 その他 合計

15,372 1,285 16,657
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 
（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報
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 （単位：百万円）

顧客の名称 売上高

アルフレッサ株式会社 2,201

東邦薬品株式会社 1,778
 

※当社グループは、診断薬事業のみの単一セグメントであります。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

 
前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

親会社 日本水産㈱
東京都

港区
30,685

水産・

食品・

ファイン・

物流事業

（被所有）

直接　54.1

間接　 1.8

資金の預け

入れなど

グループ

金融制度
19,824

関係会社

預け金
19,965

グループ

金融制度

受取利息

64 未収収益 12

 

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

親会社 日本水産㈱
東京都

港区
30,685

水産・

食品・

ファイン・

物流事業

（被所有）

直接　54.1

間接　 1.8

資金の預け

入れなど

グループ

金融制度
19,935

関係会社

預け金
19,990

グループ

金融制度

受取利息

68 未収収益 1

 

 

（注）グループ金融制度については、当社、日本水産㈱の間で基本契約を締結し、利息については市場金利を勘案

し決定しており、取引金額については期中平均残高を記載しております。

 
（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

 
前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 
 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

日本水産株式会社（東京証券取引所に上場）

 

（２）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

１株当たり純資産額 1,450.04円 1,455.97 円

１株当たり当期純利益 29.30円 51.20 円
 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。この

結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の１株当たり純資産額は０円35銭減少し、１株

当たり当期純利益は０円35銭増加しております。

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 32,472 32,605

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 32,472 32,605

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数（株）

22,394,341 22,394,256
 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

656 1,146

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

656 1,146

普通株式の期中平均株式数（株） 22,394,405 22,394,278
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（重要な後発事象）

（重要な契約の締結）

　当社は、株式会社島津製作所（以下「公開買付者」といいます。）が当社の普通株式（以下「当社株式」と

いいます。）の全てを取得するための一連の取引に関して、公開買付者及び日本水産株式会社（以下「日本水

産」といいます。）との間で、2022年５月31日付で基本契約書（以下「本基本契約」といいます。）を締結し

ました。

 
（１）契約の目的及び経緯

　当社は、2022年５月31日開催の取締役会において、公開買付者による当社株式に対する公開買付け（以

下「本他社株公開買付け」といいます。）に関して、同日時点における当社の意見として、本他社株公開

買付けが開始された場合には、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主に対し、本他社株公開買付け

に応募することを推奨する旨の決議をしました。また、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含

みます。）第459条第１項の規定による当社定款の規定及び同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式

の取得及びその具体的な取得方法として自己株式の公開買付け（以下「本自社株公開買付け」といいま

す。）を行う予定であることを決議し、本基本契約を締結しました。

　本基本契約は、公開買付者が本他社株公開買付け、本自社株公開買付け及びその後の一連の手続によ

り、当社を公開買付者の完全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予

定であることを前提として締結されたものです。

 
（２）契約の相手会社の名称

株式会社島津製作所及び日本水産株式会社

 
（３）契約締結の時期

2022年５月31日

 
（４）契約の主な内容

①当社が、本他社株公開買付けの成立を条件として、本自社株公開買付けを実施すること

②日本水産が本他社株公開買付けの結果公表日の翌営業日までに、当社に対して、当社から預託されてい

る関係会社預け金を全額弁済すること

③日本水産が、日本水産が所有する当社株式（以下「不応募予定株式」といいます。）の全てについて本

他社株公開買付けに応募しないこと及び本自社株公開買付けに不応募予定株式の全てを応募すること

④当社、公開買付者及び日本水産が、本他社株公開買付け及び本自社株公開買付けの成立後に当社の株主

を公開買付者のみとするための必要な手続き（株式売渡請求又は株式併合）を実施すること

 
（５）契約の締結が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　上記のとおり、当社は本他社株公開買付けの結果公表日の翌営業日までに、日本水産に預託している関

係会社預け金の全額の弁済を受ける予定です。また、本他社株公開買付けの成立を条件として実施する本

自社株公開買付けにより当社の自己株式が増加し、その後の一連の手続きにより当社株式は上場廃止とな

り、当社は公開買付者の完全子会社となることが見込まれます。

 
（６）その他

　当社は、公開買付者から、本他社株公開買付けを2022年６月17日より開始することとしたとの連絡を受

け、2022年６月16日開催の取締役会において、改めて本他社株公開買付けについて検討した結果、本他社

株公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主に対し、本他社株公開買付けに応募すること

を推奨する旨の決議しております。本他社株公開買付けは、2022年６月17日から、開始されており、大要

は以下のとおりとなります。

 
 
①公開買付者の概要

（１） 名称 株式会社島津製作所
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（２） 所在地 京都府京都市中京区西ノ京桑原町１番地

（３） 代表者の役職・氏名
代表取締役会長　上田　輝久
代表取締役社長　山本　靖則

（４） 事業内容
計測機器、医用機器、航空機器、産業機器、その他の各事業分
野で研究開発、製造、販売、保守サービス等

（５） 資本金 26,648百万円（2022年３月31日現在）

（６） 設立年月日 1917年９月１日

（７）
大株主及び持株比率
（2021年９月30日現在）
（注）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13.20％

明治安田生命保険相互会社 7.04％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4.55％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 4.17％

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2.60％

太陽生命保険株式会社 2.51％

東京海上日動火災保険株式会社 2.13％

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 1.68％

株式会社京都銀行 1.67％

全国共済農業協同組合連合会 1.49％

（８） 当社と公開買付者との関係

 資本関係 該当事項はありません。

 人的関係 該当事項はありません。

 取引関係
当社は、公開買付者から新型コロナウイルス感染症（COVID-
19）ＰＣＲ検査薬等を仕入れております。

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
 

（注）「大株主及び持株比率（2021年９月30日現在）」は、公開買付者が2021年11月８日に提出した第

159期第２四半期報告書に記載された「大株主の状況」を基にしております。

 
②買付等を行う株券等の種類

当社株式

 
③買付け等の期間

2022年６月17日（金曜日）から2022年７月14日（木曜日）まで（20営業日）

 
④買付け等の価格

当社株式１株につき1,714円

 
⑤買付予定の株券等の数

買付予定数 10,288,054株

買付予定数の下限 2,823,300株

買付予定数の上限 －
 

 
⑥決済の開始日

2022年７月22日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 
 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 4 23 － －

リース債務
（１年以内に返済予定のものを除く。）

8 90 －
2023年４月27日～
2027年２月26日　

合計 12 114 － －
 

（注）１　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度配

分しているため、平均利率を記載しておりません。

２　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 23 23 23 18
 

 

 
【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 
 
（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 4,183 8,366 11,609 16,657

税金等調整前
四半期（当期）純利益（百万円）

547 936 1,265 1,649

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益（百万円）

389 655 885 1,146

１株当たり
四半期（当期）純利益（円）

17.37 29.28 39.53 51.20
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益（円）

17.37 11.91 10.25 11.67
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,437 4,584

  受取手形 23 21

  売掛金 ※  3,672 ※  4,578

  有価証券 － 28

  商品及び製品 1,113 1,289

  仕掛品 313 281

  原材料及び貯蔵品 686 850

  前払費用 67 70

  関係会社預け金 19,965 19,990

  未収入金 21 8

  未収収益 ※  15 ※  2

  リース投資資産 37 32

  その他 4 2

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 30,357 31,740

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 689 641

   構築物 5 4

   機械及び装置 353 253

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 83 72

   土地 2,118 2,118

   リース資産 10 103

   建設仮勘定 14 13

   有形固定資産合計 3,274 3,207

  無形固定資産   

   ソフトウエア 70 92

   リース資産 1 －

   ソフトウエア仮勘定 － 15

   その他 5 5

   無形固定資産合計 77 114

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,640 1,124

   関係会社株式 111 353

   長期貸付金 6 ※  27

   保証預け金 166 165

   長期前払費用 0 1

   繰延税金資産 65 118

   リース投資資産 72 44

   その他 6 6

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 2,070 1,842

  固定資産合計 5,422 5,163

 資産合計 35,780 36,904
 

           (単位：百万円)
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前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※  2,162 ※  2,469

  リース債務 4 23

  未払金 19 30

  未払法人税等 199 469

  未払消費税等 23 107

  未払費用 ※  255 ※  280

  預り金 15 19

  契約負債 11 32

  賞与引当金 236 363

  役員賞与引当金 12 27

  流動負債合計 2,941 3,824

 固定負債   

  リース債務 8 90

  退職給付引当金 1 1

  預り保証金 372 372

  その他 1 －

  固定負債合計 384 465

 負債合計 3,326 4,289

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,449 4,449

  資本剰余金   

   資本準備金 5,376 5,376

   その他資本剰余金 2 2

   資本剰余金合計 5,378 5,378

  利益剰余金   

   利益準備金 304 304

   その他利益剰余金   

    別途積立金 11,830 11,830

    繰越利益剰余金 10,446 10,623

    その他利益剰余金 22,276 22,453

   利益剰余金合計 22,580 22,757

  自己株式 △100 △100

  株主資本合計 32,308 32,484

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 145 130

  評価・換算差額等合計 145 130

 純資産合計 32,454 32,614

負債純資産合計 35,780 36,904
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 ※１  11,971 ※１  16,703

売上原価 ※１  7,871 ※１  11,422

売上総利益 4,099 5,281

販売費及び一般管理費 ※１,※２  3,285 ※１,※２  3,647

営業利益 814 1,633

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  92 ※１  93

 投資有価証券売却益 36 23

 業務受託料 25 17

 デリバティブ評価益 18 －

 その他 34 15

 営業外収益合計 207 149

営業外費用   

 支払利息 0 0

 投資有価証券売却損 2 0

 デリバティブ評価損 － 1

 為替差損 0 0

 その他 0 －

 営業外費用合計 3 3

経常利益 1,018 1,779

特別利益   

 関係会社株式売却益 135 －

 特別利益合計 135 －

特別損失   

 固定資産売却損 0 －

 固定資産処分損 0 1

 投資有価証券評価損 ※３  11 －

 関係会社株式評価損 ※４  99 ※４  83

 特別損失合計 112 85

税引前当期純利益 1,041 1,694

法人税、住民税及び事業税 285 555

法人税等調整額 39 △45

法人税等合計 325 509

当期純利益 715 1,184
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  1,828 64.5 1,761 63.7

Ⅱ　労務費 ※１ 500 17.7 510 18.4

Ⅲ　経費 ※２ 505 17.8 495 17.9

当期総製造費用  2,835 100.0 2,767 100.0

仕掛品半製品期首たな卸高  331  400  

合計  3,166  3,168  

仕掛品半製品期末たな卸高  400  362  

他勘定振替高 ※３ 127  13  

当期製品製造原価  2,637  2,792  

      
 

 
（注）※１　労務費のうち賞与引当金繰入額は次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

賞与引当金繰入額 48 70
 

 
※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

減価償却費 135 124

修繕費 42 50

動力光熱給水費 58 75

外注加工費 114 130
 

 
※３　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

研究開発費 16 4

その他 110 8
 

 
（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、組別、工程別総合原価計算方式による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,194 22,328

会計方針の変更による累

積的影響額
      △15 △15

会計方針の変更を

反映した当期首残高
4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,178 22,312

当期変動額         

剰余金の配当       △447 △447

当期純利益       715 715

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － － － 267 267

当期末残高 4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,446 22,580
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △100 32,056 33 33 32,090

会計方針の変更による累

積的影響額
 △15   △15

会計方針の変更を

反映した当期首残高
△100 32,040 33 33 32,074

当期変動額      

剰余金の配当  △447   △447

当期純利益  715   715

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  112 112 112

当期変動額合計 △0 267 112 112 379

当期末残高 △100 32,308 145 145 32,454
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当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,446 22,580

会計方針の変更による累

積的影響額
        

会計方針の変更を

反映した当期首残高
4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,446 22,580

当期変動額         

剰余金の配当       △1,007 △1,007

当期純利益       1,184 1,184

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － － － 176 176

当期末残高 4,449 5,376 2 5,378 304 11,830 10,623 22,757
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △100 32,308 145 145 32,454

会計方針の変更による累

積的影響額
 －   －

会計方針の変更を

反映した当期首残高
△100 32,308 145 145 32,454

当期変動額      

剰余金の配当  △1,007   △1,007

当期純利益  1,184   1,184

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △15 △15 △15

当期変動額合計 △0 176 △15 △15 160

当期末残高 △100 32,484 130 130 32,614
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

イ．市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

 
２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならび

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年

機械装置及び運搬具 ４年～８年

工具、器具及び備品 ４年～20年
 

 
（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

 

（３）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
（２）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌事業年度支給見込額のうち当事業年度に対応する金

額を計上しております。

 
（３）役員賞与引当金

　取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 
（４）退職給付引当金

　臨時従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

　退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することとしております。

 
（１）企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　顧客に対する製商品の収益は、顧客との販売契約に基づいて製商品を引き渡す履行義務を負っておりま

す。

 
（２）企業が当該履行義務を充足する通常の時点

　試薬等の国内向け販売については、製商品を引き渡す時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履

行義務が充足されることから引渡時点で収益を認識しております。また、代理人取引であると判断される試

薬の直送取引等の一部についても、製商品を引き渡す時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履行

義務が充足されることから引渡時点で収益を認識しております。海外販売（直接輸出）については、貿易条

件に基づき製品の船積みが完了した時点において、製商品への支配が顧客に移転し、履行義務が充足される

ことから船積時点で収益を認識しております。

 
５．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
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（重要な会計上の見積り）

関係会社株式の評価

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式評価損 99 83

関係会社株式 111 353
 

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、関係会社株式の実質価額が著しく低下した場合には、その回復可能性を十分な証拠によって裏付

けられる場合を除き、帳簿価額の実質価額を超過した額を評価損として計上しております。実質価額は一般

に公正妥当と認められる会計基準に準拠し作成された関係会社の財務諸表における財政状態を基礎として評

価しております。

　当社は実質価額の回復可能性の判断に将来計画等を用いており、研究開発事業を営む国内関係会社の将来

計画には、臨床研究の成否、他の疾患への適用拡充の可否、パートナー企業との共同研究契約やライセンス

契約の締結の可否、規制当局からの承認の可否等といった複数の重要な仮定が含まれます。

　また、遺伝子検査キット等の販売事業を営む海外関係会社の将来計画は、欧州市場における予想販売価格

や予想販売数量といった複数の重要な仮定が含まれます。

　そのため、翌事業年度において、研究開発等の成否、海外の法的規制の動向、競争環境の変動等により、

仮定と実績が大幅に異なる場合、該当する関係会社の純資産が減少し、追加の評価損が発生する可能性があ

ります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来は出荷基準により収益を認識していた試薬

等の国内向け販売について、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識す

る方法に変更しております。

　また、従来は顧客から受け取る対価の総額で収益を認識していた試薬の直送取引等の一部について、顧客へ

の財又はサービスの提供における役割（本人または代理人）を判断した結果、総額から仕入先に対する支払額

を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。さらに、従来は販売費及び一般管理費に計上し

ていた販売促進費等の顧客に支払われる対価の一部を売上高から控除して表示する方法に変更しております。

当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の財務諸表となっており

ます。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の貸借対照表は、受取手形及び売掛金は51百万円減少

し、商品及び製品は35百万円増加し、繰延税金資産は３百万円増加し、未払消費税等は４百万円減少し、利益

剰余金は７百万円減少しております。

　前事業年度の損益計算書は、売上高は４億12百万円減少し、売上原価は３億14百万円減少し、販売費及び一

般管理費は１億９百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ11百万円増加いたしま

した。

　前事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余

金の前期首残高は15百万円減少しております。

　「収益認識会計基準」等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「その他」は当事業年度より「契約負債」に区分表示しております。

　前事業年度の１株当たり情報は、１株当たり純資産額は０円35銭減少し、１株当たり当期純利益は０円35銭

増加しております。

 
 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより財務諸表に与える影響はあり

ません。

 
 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大の影響に関する会計上の見積もり）

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（追加情報）」に記載の通りであります。

 
 

（貸借対照表関係）

※　関係会社に係る金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期金銭債権 16百万円 49百万円

長期金銭債権 6　〃 27　〃

短期金銭債務 28　〃 6　〃
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

営業取引による取引高     

売上高 43百万円 89百万円

仕入高 111　〃 122　〃

販売費及び一般管理費 7　〃 7　〃

営業取引以外の取引による取引高 64　〃 68　〃
 

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額ならびにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

減価償却費 96百万円 64百万円

給料及び手当 773　〃 792　〃

研究開発費 643　〃 691　〃

貸倒引当金繰入額 0　〃 －　〃

賞与引当金繰入額 154　〃 237　〃

役員賞与引当金繰入額 12　〃 27　〃
 

 

おおよその割合

販売費 58％ 59％

一般管理費 42〃 41〃
 

 
※３　投資有価証券評価損

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　投資有価証券評価損は、保有目的が純投資目的以外の目的である非上場株式の減損処理によるものであ

ります。

 
　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 
※４　関係会社株式評価損

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　関係会社株式評価損は、当社子会社であるNissui Pharma Solutionおよび関連会社であるセルジェン

テック株式会社に対する株式評価損であります。

 
　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　関係会社株式評価損は、関連会社であるセルジェンテック株式会社に対する株式評価損であります。
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（有価証券関係）

前事業年度(2021年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会

社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次

のとおりです。

  

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 18

関連会社株式 93

計 111
 

 

当事業年度(2022年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載

しておりません。

　なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 213

関連会社株式 140

計 353
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

繰延税金資産     

未払事業税 16百万円 32百万円

賞与引当金 76　〃 119　〃

退職給付引当金 0　〃 0　〃

投資有価証券評価損 56　〃 58　〃

関係会社株式評価損 129　〃 155　〃

その他 62　〃 53　〃

繰延税金資産小計 342百万円 419百万円

評価性引当額 △190　〃 △222　〃

繰延税金資産合計 151百万円 197百万円

     

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △64百万円 △57百万円

合併受入資産評価差額金 △21　〃 △21　〃

繰延税金負債合計 △85百万円 △78百万円

繰延税金資産の純額 65百万円 118百万円
 

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目の内訳

　前事業年度、当事業年度ともに法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 
 

（重要な後発事象）

（重要な契約の締結）

　当社は、株式会社島津製作所（以下「公開買付者」といいます。）が当社の普通株式の全てを取得するため

の一連の取引に関して、公開買付者及び日本水産株式会社との間で、2022年５月31日付で基本契約書を締結し

ました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

 
 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 689 7 － 55 641 3,060

構築物 5 － － 0 4 199

機械及び装置 353 2 0 102 253 2,825

車両運搬具 0 － 0 0 0 36

工具、器具及び備品 83 32 0 43 72 1,197

土地 2,118 － － － 2,118 －

リース資産 10 98 － 5 103 103

建設仮勘定 14 － 0 － 13 －

計 3,274 141 0 208 3,207 7,422

無形
固定資産

ソフトウェア 70 50 1 26 92 －

リース資産 1 － － 1 － －

ソフトウェア仮勘定 － 15 － － 15 －

その他 5 － － － 5 －

計 77 65 1 28 114 －
 

（注）　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 研究所 研究棟　空調機 3百万円

機械及び装置 結城工場 インクジェットプリンター 2　〃

工具、器具及び備品 結城工場 真空凍結乾燥機 13　〃

  アルミ溶着・打ち抜き装置 3　〃

リース資産 システム課 DWHサーバ 13　〃

  NIコラボサーバ 7　〃

  販売システムPRIMEQUEST 66　〃

  販売プリンタ 11　〃

ソフトウェア 本社 Ni-QSC（新精度管理システム） 26　〃
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【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

貸倒引当金 0 － － 0

賞与引当金 236 363 236 363

役員賞与引当金 12 27 12 27
 

 

 
（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 
（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り
及び買増し

 

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

当社の公告掲載URLは次のとおりとする。

https://www.nissui-pharm.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 

（注）　当社は、単元未満株式の権利について、以下のとおり定款に定めております。

当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 
 
２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第89期（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月22日関東財務局長に提出。

 

（２）内部統制報告書及びその添付書類

2021年６月22日関東財務局長に提出。

 

（３）四半期報告書及び確認書

第90期第１四半期（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月６日関東財務局長に提出。

第90期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月５日関東財務局長に提出。

第90期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月４日関東財務局長に提出。

 

（４）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

2021年６月25日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2022年６月21日

日水製薬株式会社

取締役会　御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永　澤　宏　一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　宮　正　俊  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日水製薬株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

水製薬株式会社及び連結子会社の２０２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２２年５月３１日開催の取締役会において株式会社島津製作所

による会社の普通株式に対する公開買付け及び会社が実施する自己株式の公開買付けに関する決議を行い、同日におい

て基本契約書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

持分法適用会社に関するのれんの評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、当連結会計年度において、重要な会計上の見

積りに関する注記に記載のとおり、持分法適用会社に関

するのれんを連結貸借対照表上、投資有価証券として14

百万円計上している。また、連結損益計算書上、持分法

による投資損失116百万円を計上しており、当該金額に

は連結損益計算書に関する注記に記載のとおり、持分法

適用会社に関するのれんの減損損失92百万円が含まれて

いる。

　会社は、減損の兆候がある持分法適用会社に関するの

れんについては、割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回る場合に帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失を計上している。ここで、減損損失を

認識すべきと判定したのれんの回収可能価額の算定に使

用する将来計画は、臨床研究の成否、他の疾患への適用

拡充の可否、パートナー企業との共同研究契約やライセ

ンス契約の締結の可否、規制当局からの承認の可否等と

いった経営者の主観的判断を伴う複数の仮定が含まれ、

不確実性が高いものとなる。

　以上より当監査法人は、持分法適用会社に関するのれ

んの評価が、当連結会計年度の連結財務諸表監査におい

て特に重要であるため、監査上の主要な検討事項に該当

するものと判断した。

当監査法人は、持分法適用会社に関するのれんの評価

の検討に当たり、主に以下の監査手続を実施した。

・将来計画と実績との乖離状況を把握し、のれんの減損

の兆候の有無を評価した。

・のれんの減損損失の認識の判定において、将来計画に

含まれる臨床研究の成否、他の疾患への適用拡充の可

否、パートナー企業との共同研究契約やライセンス契

約の締結の可否、規制当局からの承認の可否を評価す

るため、計画と実績の乖離原因の検討を行うととも

に、関連会社の取締役及び同社の経理担当取締役への

質問、ライセンス契約書等の閲覧を実施した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日水製薬株式会社の２０

２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、日水製薬株式会社が２０２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2022年６月21日

日水製薬株式会社

取締役会　御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

東　京　事　務　所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永　澤　宏　一  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　宮　正　俊  

 

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日水製薬株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの第９０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日水製

薬株式会社の２０２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２２年５月３１日開催の取締役会において株式会社島津製作所

による会社の普通株式に対する公開買付け及び会社が実施する自己株式の公開買付けに関する決議を行い、同日におい

て基本契約書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

会社は、当事業年度において、重要な会計上の見積り

に関する注記に記載のとおり、貸借対照表上、関係会社

株式を353百万円計上しており、当該残高には医薬品の

研究開発事業を行う関係会社への投資額65百万円が含ま

れている。また、損益計算書に関する注記に記載の通

り、当該投資につき、関係会社株式評価損を83百万円計

上している。

　会社は、関係会社株式の実質価額が著しく低下した場

合は、その回復可能性が十分な証拠によって裏付けられ

る場合を除き、相当の減額を行い、評価損として処理し

ている。ここで、関係会社株式の実質価額の回復可能性

の判断に使用する将来計画は、研究開発事業を営む国内

関係会社においては、臨床研究の成否、他の疾患への適

用拡充の可否、パートナー企業との共同研究契約やライ

センス契約の締結の可否、規制当局からの承認の可否等

といった経営者の主観的判断を伴う複数の仮定が含まれ

ているため、不確実性が高いものとなる。

　以上より当監査法人は、関係会社株式の評価が、当事

業年度の財務諸表監査において特に重要であるため、監

査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、関係会社株式の評価の検討に当たり、

主に以下の監査手続を実施した。

・１株当たり純資産額に会社の持株数を乗じた金額と関

係会社株式の帳簿価額を比較し、実質価額の下落状況

を評価した。

・将来計画に含まれる臨床研究の成否、他の疾患への適

用拡充の可否、パートナー企業との共同研究契約やラ

イセンス契約の締結の可否、規制当局からの承認の可

否を評価するため、計画と実績の乖離原因の検討を行

うとともに、関係会社の取締役及び同社の経理担当取

締役への質問、ライセンス契約書等の閲覧を実施し

た。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　
※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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